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令和７年３月６日(木曜日)

　　　議事日程　第４号

　　令和７年３月６日(木曜日)午前10時開議

　第�１　代表質問(議案に対する質疑並びに県の

一般事務について)

　第�２　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

一般事務について)

本日の会議に付した事件

　日�程第１　代表質問(議案に対する質疑並びに

県の一般事務について)

　日�程第２　一般質問(議案に対する質疑並びに

県の一般事務について)

出席議員氏名(47人)

星　野　愛　斗　君

髙　井　千　歳　さん

住　永　栄一郎　君

　亀　田　英　雄　君

幸　村　香代子　君

杉　嶌　ミ　カ　さん

立　山　大二朗　君

斎　藤　陽　子　さん

堤　　　泰　之　君

本　田　雄　三　君

岩　田　智　子　君

南　部　隼　平　君

前　田　敬　介　君

坂　梨　剛　昭　君

荒　川　知　章　君

城　戸　　　淳　君

西　村　尚　武　君

池　永　幸　生　君

竹　﨑　和　虎　君

吉　田　孝　平　君

中　村　亮　彦　君

髙　島　和　男　君

増　永　慎一郎　君

前　田　憲　秀　君

松　村　秀　逸　君

岩　本　浩　治　君

河　津　修　司　君

楠　本　千　秋　君

橋　口　海　平　君

緒　方　勇　二　君

髙　木　健　次　君

髙　野　洋　介　君

内　野　幸　喜　君

山　口　　　裕　君

岩　中　伸　司　君

城　下　広　作　君

西　　　聖　一　君

鎌　田　　　聡　君

渕　上　陽　一　君

坂　田　孝　志　君

溝　口　幸　治　君

池　田　和　貴　君

吉　永　和　世　君

松　田　三　郎　君

藤　川　隆　夫　君

岩　下　栄　一　君

前　川　　　收　君

欠席議員氏名(１人)
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西　山　宗　孝　君　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

説明のため出席した者の職氏名

知 事　木　村　　　敬　君　

副 知 事　竹　内　信　義　君　

副 知 事　亀　崎　直　隆　君　

知事公室長　内　田　清　之　君　

総 務 部 長　小金丸　　　健　君　

企画振興部長　富　永　隼　行　君　

理　　　　事　阪　本　清　貴　君　

理　　　　事　府　高　　　隆　君　

健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

環境生活部長　小　原　雅　之　君　

商工労働部長　上　田　哲　也　君　

観光文化部長　倉　光　麻里子　さん

農林水産部長　千　田　真　寿　君　

食のみやこ
推 進 局 長　辻　井　翔　太　君　

土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君　

会計管理者　川　元　敦　司　君　

企 業 局 長　深　川　元　樹　君　

病 院 事 業
管 理 者　平　井　宏　英　君　

教 育 長　白　石　伸　一　君　

警察本部長　宮　内　彰　久　君　

人事委員会
事 務 局 長　城　内　智　昭　君　

監 査 委 員　藤　井　一　恵　君　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　事務局次長
兼総務課長　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、昨日に引き続き代表質問を行います。

　公明党城下広作君。

　　�〔城下広作君登壇〕(拍手)

○城下広作君　改めまして、皆さん、おはようご

ざいます。公明党の城下広作でございます。党を

代表して質問をさせていただきます。

　私は、今回12項目、発言通告書は２枚にまたが�

っておりますけれども、これでも１つ項目を減ら

したんですけれども、これでも時間が足りないと

言われて、私は結構早口なんですけれども、さら

に早口で今日は原稿を読みたいと思っておりま

す。できれば知事も、私に合わせて、口をとがら

せて答弁していただければ大変ありがたいなとい

うふうに思います。

　もう早速でございます。質問に入らせていただ

きます。

　知事就任１年目に当たり、知事の重みについて

でございます。

　今年は１月初頭から、政治の動きに関心が集ま�

っています。まず国外を見てみますと、米国の大

統領に共和党のトランプ氏が返り咲き、これまで

民主党のバイデン前大統領が掲げてきた政策をい

とも簡単に変更し、大幅な政策転換を打ち出し、

実行されています。

　一方、国内に目を向けますと、昨年の衆議院総

選挙の結果、自公連立政権の過半数割れに伴い、

国民生活に大きな影響を与える来年度予算案の年

度内成立が心配されています。

　また、私たちに最も身近な政治の動きとして、

県内の首長 、議会議員選挙も今年は集中してお

り、結果によっては住民生活に大きく関わってく

るため、既に実施された選挙を見てみますと、激

戦の首長選挙や候補乱立の議会議員選挙などがあ
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り、今後予定される各選挙も似たような状況にな

るのではと私は思います。

　ちょうど１年前、木村知事は、これまでの人生

の中で最も大きな転換期の一つとして、知事選挙

に挑まれました。結果は、木村知事の政治手腕に

多くの県民が期待を寄せ、大勝利されました。そ

して、木村知事は、その期待に応えようと、当選

された直後から今日まで県下全域を走り回り、行

政、民間問わず、あらゆる分野の方々と積極的に

対話し、熊本県によき流れをつくろうと、獅子奮

迅の戦いをされてきたと私は理解していますし、

多くの県民も同様な評価をされているのではない

かと私は思います。

　そうした戦いの中で、木村知事は、昨年末、就

任直後に掲げられた、これまでのよき流れをさら

に強く大きく、くまもと新時代、共に未来への取

組から、２年目に当たり、新しい県政運営の基本

指針、くまもと新時代共創基本方針及び総合戦略

を打ち出されました。これが知事の１丁目１番地

の政策、木村知事の目指す政治と理解していま

す。

　木村知事は、１月６日、今年初頭の職員を前に

した挨拶の中で、現場に出て当事者の言葉に耳を

傾け、アイデアを導いてほしいと述べられ、ま

た、先ほど紹介した県政運営の新指針に触れ「世

界に広がる」「人を育てる」「共に創る」の３つが

キーワードだ、アジア、九州に向かって開けるこ

とが熊本県の未来にとっての勝ちパターンになる

と展望され、今年の一字には「歩」を選ばれ、今

年７月で５年目を迎える熊本豪雨からの復興に向

け、歩みを止めてはいけないと力を込められまし

た。

　そこで、木村知事にお尋ねします。

　やはり政治は、リーダーシップが大きな鍵を握

ると言われています。熊本県は、ＴＳＭＣの進出

で、100年に１度のビックチャンスとも言われて

います。一方で、アメリカの政変やロシアのウク

ライナ侵攻による経済的影響、また、いつ襲って

くるか分からない大型災害等、その都度県政運営

に大きな障壁となることもあり得ますし、現在も

県政に関わる課題は山積しています。

　そこで、知事の県政運営の手腕に期待が高まる

中ですが、知事就任２年目のスタートとしての県

政運営に対する思いと知事職という重みについ

て、木村知事の考えをお尋ねいたします。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　公明党の代表質問、城下議員

から盛りだくさんの御質問いただきました。やや

早口になりますが、ただ、しっかりとお答えさせ

ていただきたいと思います。

　昨年４月に、県民からの負託を受け、熊本県知

事に就任し、もうすぐ１年がたとうとしておりま

す。その間、現場主義を重ね、私自身が先頭に立�

って、全力で県政運営に当たってまいりました。

　スピード感を持った対応が必要な渋滞解消や地

下水問題など、県民の不満、懸念に対しては、地

元市町村などとの協議を重ねて、具体的な解決策

を導き出すとともに、引き続き対応を進めており

ます。

　昨年12月には、今後の県政運営のよりどころと

なるくまもと新時代共創基本方針を策定し、目指

す将来像を「県民みんなが安心して笑顔になり、

持続的で活力あふれる熊本」といたしました。

　取組の方向性としては、ＴＳＭＣの進出や東ア

ジア地域との地理的優位性を生かして、世界に広

がる熊本の存在をより確固たるものとします。ま

た、様々な分野での人材不足の解消に向けて、私

が行政の基本と考える教育と福祉の取組を充実し

て、人を育てる人づくりを推進してまいります。

　最後に、県議会や市町村、関係団体と連携し、
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それぞれの強みを生かした政策、地域を共につく

ることを進めてまいります。

　知事就任２年目となる来年度は、この基本方針

に基づき、共につくる県民が主人公の県政の実現

に向けて、関連する事業や取組を加速化してまい

ります。

　知事職の重みについては、副知事とは全く違う

責任の重さと県民からの期待の大きさを改めて痛

感しております。

　議員御指摘の複雑さを増す県内外の情勢や多く

の課題が山積する中、変化を求められる局面だか

らこそ、知事として、自ら決断し、リーダーシッ

プを発揮して、県民とともにしっかりと歩みを進

めていくことが重要であると考えております。

　同時に、決断に当たっては、県議会の皆様方を

はじめ、市町村、県民の皆さんなどの声に耳を傾

けるなど、しっかりと政策をつくり込んでいき、

その過程で、県民の皆さんが私たちとともに県政

をつくっているんだと感じてもらうことが重要で

あると認識しております。

　今後も、県が直面する様々な方に対して、県議

会や関係団体の皆様方と連携しながら、適時適切

に政策を実現していくことで、かけがえのない熊

本県民の命と暮らしを守れるよう、引き続き緊張

感を持って、知事としての職責を全うしてまいり

ます。

　以上です。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　知事の就任直後からの活躍といい

ますか、動きは、大変私は、若々しく、元気があ

り、すばらしいものだと評価をしております。今

後とも、しっかりと、その流れで頑張っていただ

ければ、県民は安心をするというふうに思いま

す。

　知事は、今年の目標を１字で「歩」というふう

にされ、知事の場合は注目されるんです。私も一

応１字を考えておりまして、ここに別に書いてい

るわけじゃありませんけれども、誰も注目しない

ものだから、勝手に言いたいと思っています。今

年は、私は「勝」という、勝負の「勝」でござい

ます。揚げ物の「カツ」でなくて、「勝」という

ことをしっかり考えていきたいというふうに、自

分の１字にしておきたいと思っております。

　それでは、２問目の質問でございます。

　知事のその思いを実現するために大事な部分と

して、職員の問題がございますけれども、県職員

の中途退職状況について、今回取り上げをさせて

いただきました。

　やはり、知事のその思いを実現するためには、

全ての県職員の協力が欠かせません。歴史の中で

も「人は城、人は石垣」と家臣を重んじた武将も

いました。これは、今も昔も不変の原理かもしれ

ません。人材ありて万事を成す。蒲島前知事も、

自身の施策の実現について、すばらしい県職員に

恵まれている、日本一の県職員とたたえられてい

ました。

　そこで、私は、木村県政を支える県職員の職場

環境の状況を、知事部局、教育庁、警察本部別に

調べましたところ、定員割れや中途退職者の多い

ことにびっくりしました。

　例えば、令和５年度のデータで見てみますと、

１年間で、知事部局では、自己都合で退職された

方が54名、勧奨退職者、いわゆる定年前の勧奨退

職者で18名、合計72名に上ります。

　次に、教育庁では、自己都合等での退職者が

142名、懲戒免職１人、失職１名を含むというこ

とです。

　警察本部では、自己都合で退職された方が54

名、勧奨退職者５名、懲戒免職を含め60名の方が

退職されています。
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　これを多いと思われるか、少ないと見るかは人

それぞれかもしれませんが、私は、１年間で合計

274名の県職員の方が自己都合を筆頭に退職され

ている現状は、決して楽観視できないと考えま

す。

　知事部局での退職者の数は、木村知事の今後の

施策の遂行に影響を及ぼすでしょうし、教育庁の

退職者の数は、ただでさえ教員不足が問題になっ

ていることや教員採用試験の大変厳しい現状と合

わせて、深刻な問題ではないでしょうか。また、

警察本部での退職者の数は、県民の安心、安全に

そのまま直結する問題と不安視する県民も少なく

ないと思われます。

　特に、本県の警察職員の県民に対する負担率は

全国的に見ても非常に高く、それに加え、本県で

は、ＴＳＭⅭの進出により、交通問題、外国の方

とのトラブル、人流の増加による諸問題等、警察

職員の増員を望む声は、今後ますます高まること

が予想されています。

　そこでお尋ねします。

　先ほど述べてきました、各部署の県職員の中途

退職者の現状について、どのような認識をお持ち

なのか、また、それに対して厳しい認識を持たれ

ているとすれば、これまでどのような対策を取ら

れてきたのか、また、今後の対応について、木村

知事、白石教育長、宮内警察本部長にそれぞれお

尋ねをいたします。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　県職員の中途退職者の状況と

その対策についてお答え申し上げます。

　知事部局において、定年前に退職した職員数

は、この10年間増加傾向にありまして、中でも、

10代から30代までの若手職員の増加が顕著です。

　退職の理由は様々ですが、特に転職によるもの

が多くを占めています。

　転職が増加する背景には、社会状況の変化によ�

って、若い世代を中心に、自分らしく生きたいと

いう価値観や自分に合った環境でキャリアアップ

を目指すという職業観が浸透してきたことなどが

考えられますし、民間企業の採用活動も活発化し

ておりまして、官民含めた人材獲得の競争が激化

しています。

　こうした中、最近私自身が一緒に仕事をしたこ

とのある優秀な若手職員の中途退職に関わる決裁

が回ってきて、あなたもかと愕然とすることがあ

りました。

　今朝も、実は県ではないんですけれども、親し

い市町村の職員が転職しますというメールが来ま

して、本当にショックを受けました。

　しかし、私は、自分のやりたいことを見つけて

転職する職員に対して、やはり県での経験を生か

して、しっかりと社会貢献をしてもらいたいと考

えております。

　県の中途退職の現状には大きな危機感を持って

はおりますが、雇用の流動化を無理に止めること

はできません。

　私は、今の時代に合わせた対応をすることが重

要と考えており、自分に合った環境でキャリア

アップを目指す方々に県庁を選んでもらえるよう

に、県庁をより魅力ある職場とするとともに、常

に採用方法を見直していく必要があると考えてお

ります。

　平成23年度から行っています民間経験者の採用

では、これまで多様な人材が数多く入庁いたしま

して、幅広い分野で活躍してくれています。ま

た、様々な知識、経験を有する人材の確保は、組

織の活性化にもつながっています。

　次年度からは、中途採用をさらに拡充するため

の取組として、新たに、係長級で採用する中堅キ�

ャリア特別選考試験を創設いたします。即戦力と
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して活躍が期待される人材を積極的に活用してま

いります。

　また、人事委員会では、民間企業の採用試験で

広く採用されているＳＰＩ試験を大卒程度の行政

職まで拡大します。行政職については、専門試験

が不要となることから、様々な受験者層に門戸が

開かれることとなり、民間企業の志望者などがよ

り受験しやすくなります。

　このような様々な取組を重ねていくことで、熱

意や意欲を持った有為な人材の確保を図ってまい

ります。

　あわせて、勤務間インターバルの確保といった

長時間労働の縮減、職場を挙げたカスタマーハラ

スメントの対応強化、パワハラなどへの厳格な対

応など、働きやすく風通しのよい職場づくりにも

全力で取り組んでまいります。

　昨日の代表質問で、渕上議員、岩田議員からの

御質問でも回答しましたが、私自身、若手職員と

意見交換をする機会を積極的に設けております。

こうした取組を通じて、若手職員が県庁で働き続

けたいと思われるよう、職員の活躍や頑張りを後

押ししてまいります。

　　�〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　教員の中途退職者の状況

とその対策についてお答え申し上げます。

　県教育委員会におきましても、中途退職者数は

増加傾向であり、主な退職の理由は、介護や結婚

による転居など家庭の事情に加え、転職や心身の

病気によるものとなっています。

　議員御指摘のとおり、教員不足が課題となって

いる中、現場の教員が中途退職する状況は、学校

運営に少なからず支障を来すものであり、その影

響を最小化できるよう改善していく必要があると

認識しております。

　そのため、県教育委員会としましては、現場の

教員がやりがいを持って生き生きと働ける職場づ

くりに努めているところでございます。

　具体的には、ＩＣＴを活用した業務効率化や部

活動の地域移行など、学校現場の働き方改革を積

極的に進めるとともに、気軽に悩みを相談できる

職場づくりのための管理職研修などを行っていま

す。

　また、教員に対するストレスチェックや様々な

相談に対応するための心の相談事業など、メンタ

ルヘルス対応も実施しています。

　さらに、採用選考に当たっては、教員免許を持

たない社会人も対象とした特別選考の実施や大学

推薦制度の導入による一次考査免除制度の拡大の

ほか、教員免許保持者で教職に就いていない方々

を対象としたペーパーティーチャー講習会を開催

するなど、人材を確保する取組も行っておりま

す。

　今後もこれらの取組を継続して行うとともに、

教員不足解消の取組やさらなる働き方改革を進

め、現場の教員が働きやすい職場環境づくりにし�

っかり取り組んでまいります。

　　�〔警察本部長宮内彰久君登壇〕

○警察本部長(宮内彰久君)　県警察の職員の中途

退職者の状況とその対策についてお答えします。

　令和５年度中に自己都合退職をした県警察の職

員は54人になりますが、このうち27人は、60歳に

達した後、定年延長により61歳まで勤務を継続す

ることが可能でしたが、勤務の継続を希望しなか�

った職員になります。残りの27人が自身の病気や

転職などを理由として退職した職員となります

が、近年、県警察におきましては、こうした中途

退職者の数が増加傾向にあります。

　今後、少子化の進展により、採用環境がより一

層厳しくなることが見込まれますので、県警察と

しましては、こうした中途退職者はできるだけ少
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なくしていく必要があると認識しているところで

ございます。

　そのため、県警察におきましては、各種休暇の

取得促進や長時間勤務の抑制、デジタル化、ＤＸ

による業務の効率化などを進めることによりまし

て、全ての職員がやりがいを持って働き続けるこ

とができる職場環境の構築に努めているところで

ございます。

　また、新規採用者の獲得に向けまして、各種業

務説明会やＳＮＳなどを通じまして、警察の仕事

の魅力ややりがいのほか、働きやすい職場環境の

構築に向けた取組を発信することによりまして、

様々な受験者層の関心が高まるよう努めますとと

もに、採用募集の上限年齢を35歳まで引き上げる

など、一定の職歴を有する方の採用にも力を入れ

ているところでございます。

　県警察としましては、引き続き、働きやすい職

場環境の構築と採用募集活動の強化の両面から、

必要な人材の確保に努めてまいります。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　知事部局では、10代から30代の若

い職員の方が増加傾向にあるという、大変、ある

意味ではなぜだろうかなというふうに思います。

公務員と言えば、基本的には、一回合格したら、

そのまま定年までというのが我々世代ではそうい

う印象が大きかったんです。最近は決してそうで

はない。

　また、教員の退職者も140台、もう140何名です

か、これも大変多いなと。その分誰かが穴埋めを

しなきゃいけない。恐らく現場でも相当混乱が生

じているのかな、また生じるのかなと思いがいた

します。

　また、警察は特に、警察の場合はあんまり辞め

る方はいないのかというイメージがあったんです

けれども、結構な数で、やはり辞められる、もし

くは、ベテランになって、もう60を超えて、もう

少し働けるんですけれど、もうそれからは完全に

終わるというような選択をされるという、生き方

はいろいろ考えがありますけれども、いずれにし

ろ、公務員として非常に県民のある意味では大事

な相談といいますか、対応する職員が欠けてくる

というのは、知事にとっても、片や教育長にとっ

ても、警察本部長にとっても痛手だと思いますの

で、しっかり今後対応していただければというふ

うに思います。

　３番目でございます。

　この県職員の流れで、関連する質問ですけれど

も、専門職の確保についてということで、これも

ちょっと厳しい状況がありますから質問させてい

ただきます。

　先ほどの質問に関連として、貴重な人材である

県職員の中途退職は、本県の行政執行上、多大な

影響を及ぼすことは、誰の目に見ても明らかであ

ります。

　とりわけ、欠員があっては、行政執行上、また

は県民の安心、安全な暮らしを守ることに重大な

影響を与えるおそれのある職種、職場もあると思

います。

　例えば、私が最初に思いつくのが、あのコロナ

禍においてＰＣＲ検査などの迅速な対応が求めら

れていたとき、検査を行う職員の不足により過重

労働を強いられた保健所職員を思い浮かべまし

た。また、災害や鳥インフルエンザなどの感染症

の発生時には、とりわけ専門職や技術職の方は、

特に重要な存在となります。

　そこで、令和５年度時点でのいわゆる専門職と

言われる方々の必要人数に対する不足人数を調べ

ましたら、意外ではありましたが、保健師の不足

はあまりないようですが、その代わりに、獣医師

が、健康福祉部、農政部双方合わせて16名程度定
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員割れをしています。

　本県は、農業県であり、畜産・酪農県でもあり

ます。最近では、本県の和牛が海外に輸出される

ようになり、販路拡大に期待が高まっています

し、また、本県での農業生産高に大きく貢献して

いる分野でもあります。

　獣医師不足の問題は、これまで数多くの議員が

取り上げられるなど、本県にとっては大変深刻な

問題の一つです。早急な手だてが必要です。

　次に、土木や農業土木の技術者も定員割れを起

こしているようです。令和５年度の状況を具体的

に見てみますと、土木で８名、農業土木で11名

と、合わせて19名になりますが、これは、一見影

響がない数字に見られがちですが、技術者総数か

らしますと、業務の内容も含め、決して影響がな

い数字とは私は言えないと思います。特に私が心

配するのは、いざ災害に見舞われたときに、技術

者の存在がその後の復旧に大きな差が生じてしま

うおそれがあることです。

　かつての平成28年の熊本地震、令和２年の熊本

豪雨災害では、まさに土木技術者の存在が重要な

役割を担い、災害復旧に尽力されてきたことは誰

もが認めるところであります。

　しかしながら、その復旧に際して、莫大な業務

量から、県の技術職員だけでは到底対応できず、

その陰で大きな力を発揮したのが、任期付職員だ

けでなく、測量コンサルタント業への発注者支援

業務委託があったわけですが、一般にはあまり知

られていないと思います。

　ただ、この業務委託について、これまでの経緯

を調べてみましたら、古くは平成５年からの現場�

技術業務委託から始まり、当初は人員も僅かで、

平成28年の熊本地震のときは89名が県に常駐さ

れ、令和５年度では121名まで増えてきました。

これまで度重なる災害復旧を中心として相当な貢

献をされてきましたが、一方で、私は、発注者支

援業務委託がこのまま続くことが好ましいかとい

えば、少々気になる点があります。

　それは、昨今、民間の企業でも技術者の人材難

は大きな問題となっています。県に常駐した分、

民間企業では、その分人材が不足します。また、

県の人件費に当たる負担も同等数以上の職員を雇

用できる予算になります。そして、何よりも、本

来県職員が担う仕事を手助けしてもらうことか

ら、県職員が技術の習得に携わる機会が薄れ、技

術の継承にも影響が出てくるおそれがあるとなる

と心配します。

　そこで、私は、任期付職員や発注者支援業務委

託の依存度を下げ、本来携わるべき県職員の土木

技術者を増やすことが最善の取組と考えますが、

実現に向けての考えをお尋ねします。

　以上２点、専門職の確保について、木村知事の

認識と対応についてお尋ねをいたします。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず、獣医師の確保について

お答え申し上げます。

　本県の獣医師は、家畜伝染病の蔓延防止や食の

安全、安心の確保に貢献していますが、議員御指

摘のとおり、その必要数の確保は依然として厳し

い状況であり、喫緊の課題と認識しております。

　獣医師の確保対策として、これまで、大学への

リクルート活動や県外における試験場の拡大など

取組を加え、今年度から、受験機会を増やすこと

を目的に、通年募集に見直しをいたしました。

　また、本県では、平成28年度に、県職員等で働

くことを要件に、返還が免除される獣医師修学資

金給付制度を創設いたしまして、累計で12名採用

しております。

　さらに、今定例会には、獣医師の処遇改善のた�

め、初任給調整手当の支給月額の限度を４万�
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6,800円から６万円に引き上げる条例を提案して

おります。

　こうした様々な対策を講じることで、一人でも

多くの獣医師が確保できるよう、しっかりと取り

組んでまいります。

　次に、土木技術職員の確保についてお答えいた

します。

　土木や農業土木の業務を担う総合土木職につい

ては、昨今の半導体関連産業の集積に伴う取組や

渋滞問題の解消に向けた幹線道路の整備などに的

確に対応していくため、増員を図っているところ

でございます。

　昨年度から、民間企業の採用試験で採用されて

いるＳＰＩ試験を導入し、採用試験の一部を前倒

しもいたしました。その結果、受験者数の増加な

ど一定の成果は表れております。

　また、高校へのリクルート活動を強化したこと

で、高卒程度の受験者の増や辞退者の減につなが�

っております。

　さらに、任期付職員数の一部を正職員に振り替

えることについても、今後想定される恒常的な業

務を念頭に検討してまいりたいと考えておりま

す。

　議員御指摘の発注者支援業務委託については、

大変ありがたい有効な制度であると私も認識して

おりますが、緊急かつ大規模な工事など、委託し

たほうが効率的な工事に限定しております。近

年、大規模災害の発生により件数が増えておりま

したが、災害復旧の進捗に応じ、所要の水準に収

束していくものと考えております。

　県職員における技術の継承については、技術職

員の時間的余裕をつくり出すことが重要です。そ

のため、広域本部などで発注できる工事金額を引

き上げ、本庁と出先機関のやり取りを簡素化する

など、業務の効率化を進めてまいります。

　今後も、県に求められる行政需要をしっかりと

見極め、創意工夫を凝らしながら、獣医師や総合

土木職など専門職の確保に積極的に取り組んでま

いります。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　いずれにしましても、専門職の方

は、本当に１年１年で、その技術が習得できるわ

けではございません。育成も時間がかかるし、ま

た、技術のレベルをアップするということになれ

ば時間もかかります。

　確かに、民間の力を借りることも、ある意味で

は必要になるんですけれども、本来は、しっかり

と県職員の方が技術をしっかり習得し、そして民

間の方に指導していくという形のレベルを持って

いく、このことも一方では大事なことだというふ

うに思います。

　また、獣医師に関しても、私もいろんなところ

で聞きますけれども、高齢の方が長く獣医師をさ

れて、辞めるに辞められないというようなこと、

若い人は、どちらかというと、小動物のほうに行�

って、せっかくそういう専門学校に行っても獣医

師は選ばないというような形、これは、我々は、

ある意味では食肉といいますか、そういう大型動

物の食肉を食するんですけれども、そこの土台と

なる獣医師がいないと、そのこと自体も危機にな�

ってくるということは、しっかりと我々も認識し

なければいけないのかなというふうに思いますの

で、よろしくお願いを申し上げます。

　次に、ＴＳＭＣに関わる今後の対応について、

４点ほど上げます。

　ＴＳＭＣに関わる質問を４点ほど取り上げまし

た。短い内容で端的にお聞きしますので、県民が

聞いても分かりやすい答弁をお願いいたします。

　まず、第１点目ですが、昨年12月末、ＴＳＭＣ

の第１工場が本格的な稼働を開始しました。そし
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て、今年は第２工場の建設が本格的に開始するこ

ととなっています。まず、第１工場の円滑な稼働

で量産できると確信をしています。

　そこで、木村知事は、昨年８月25日から３日

間、知事就任以来初の台湾を訪問され、ＴＳＭＣ

の本社や新竹のサイエンスパークなど視察されま

した。

　特に本社では、経営幹部と面会し、第３工場の

誘致について、直接意欲を伝えたと聞いていま

す。しかし、ＴＳＭＣ側からは、第１工場、第２

工場の円滑な推進があれば検討するとの発言にと

どまったと聞いています。また、ＴＳＭＣの魏哲

家会長は、昨年６月、地元住民の賛同が得られた

ならば検討するという趣旨の発言をされていま

す。

　こうした発言がある中、気になるのが、郭智輝

経済部長は、昨年９月、県庁を訪問された際、木

村知事に、台湾企業支援拠点は９割くらい熊本だ

ろうと語られたと聞いていましたが、先月２月11

日、郭氏は、台湾貿易投資センターを福岡市に開

設すると九州戦略会議メンバーに伝えられまし

た。このメンバーには、当然木村知事も入ってお

られます。これには大変びっくりしました。これ

について、木村知事はどのように受け止められて

いるのか、また、第３工場についての本県誘致へ

の本気度をお尋ねします。

　第２点目ですが、木村知事は、新竹のサイエン

スパークやその周辺も視察されました。ここに

は、ハイテク企業だけでなく、大学や研究所など

が集約されています。私も昨年の経済常任委員会

で視察しましたが、広さと企業や研究所などの集

約規模に驚きました。

　木村知事は、今回、熊本版サイエンスパーク実

現への一歩として視察を計画したと言われました

が、今後の具体的な取組が気になります。

　そこで、熊本版サイエンスパークの実現、展開

に当たっての考え方について木村知事にお尋ねし

ます。

　第３点目ですが、ＴＳＭＣの進出が決まってか

ら、本県では、あらゆる分野の企業から取引を希

望する声が上がりました。ただ、相手として、外

国企業、国内の大手企業の取引の話は聞こえてく

るものの、地元の中小企業にはなかなかお呼びが

かからないのが現状でした。

　そうした中、昨年11月27日、くまもと産業支援

財団主催で、半導体ビジネスの発展を目指した地

元企業との協業についてと題して、熊本城ホール

で、メンテナンス、部品、洗浄、セキュリティー

サービス、人材派遣、廃棄物関連などの説明会が

招待制で行われました。

　説明会は、ＪＡＳＭの意向で、プレスリリース

を行わず非公開で実施されました。招待企業の選

定については、ＪＡＳＭが指定した対象業種を基

に、くまもと産業支援財団が県内関連企業100社

程度のリストを作成、県と財団、ＪＡＳＭの意見

交換を経て、企業規模や雇用者数とを勘案し、Ｊ

ＡＳＭが当該リスト40社程度を選定されたそうで

すが、私は、この話を伺ったとき、とても残念な

気持ちになりました。100年に１度のビッグチャ

ンスと期待した地元企業が多くいる中、知らない

ところで決まってしまう、努力のしようがないと

嘆き、不満を持つ企業は多いと思います。

　そこで、今回の対応について、木村知事はどの

ような感想を持たれているのか、また、今後追加

企業を求める情報はあるのか、あるとすれば、地

元企業に対する配慮について、木村知事の考えを

お尋ねいたします。

　第４点目に、ＴＳＭＣの進出で、交通渋滞や地

下水の問題は大きな関心を集めています。また、

それに劣らず、ＴＳＭＣからの排水問題もとても
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注目され、使用された化学物質の処理方法や排水

先はとても関心を集めています。

　そこで、県は、ＴＳＭＣを含むセミコンテクノ

パーク周辺の排水を、新たに下水処理施設の整備

を進める検討を開始し、その説明会を関係する自

治体、菊陽町、合志市、熊本市の３か所で１月26

日から28日の３日間で実施しました。

　私は、これまでの関心の高さから、相当数の地

域住民が説明会に参加されると想像していました

が、私の想像とは大きくかけ離れ、菊陽町では43

人、合志市では37名、これには地権者も含まれて

います。そして、放流先の白川流域の熊本市では

17名ということでした。処理水の処理方法や排水

先をよく理解しての不参加であれば心配すること

はないのですが、知らなかった、説明会に意味が

ないなどの理由によって参加を控えた住民が多け

れば、今後が気になります。

　そこで、今後下水処理施設の計画を進めるに当

たって、住民の理解を求める取組について、今後

の対応についてお尋ねします。

　以上４点、木村知事にお尋ねをいたします。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず、１点目の台湾貿易投資

センター開設に対する受け止めと第３工場誘致に

向けての本気度についてお答えいたします。

　議員御紹介のとおり、先月の九州地域戦略会議

で台湾を訪問した際に、台湾の経産大臣に当たる

経済部郭部長から、台湾企業の九州進出を支援す

る台湾貿易投資センターを福岡市に開設すると発

言されました。

　台湾企業の進出窓口となる機関が福岡市に設置

されますが、このことで企業の集積が福岡一極で

進むことにはならないと私は思っております。こ

のセンターが開設されることで、企業進出がより

スムーズに進み、熊本にもメリットがあるものと

前向きに捉えており、しっかりと連携していきた

いと思っております。

　また、ＪＡＳＭ第３工場の誘致についてです

が、私は、第３工場に熊本の将来を感じておりま

すので、これまで答弁してきた姿勢に変わりはご

ざいません。議場でも何度か述べておりますが、

今後、第３工場などにおいて、さらに最先端の半

導体が作られるようになれば、これから伸びてい

くＡＩや自動運転、ロボットなどの新しい産業に

使われるものと想定されます。将来世界的に必要

とされる新しい産業づくりの舞台がここ熊本で展

開されるとすれば、新しい時代の産業基盤の構

築に本県が大きく寄与できるものと考えておりま

す。

　引き続き、まずもって地元の理解を得られるよ

う、解決すべき課題に迅速かつ丁寧に対応し、台

湾企業をはじめ、新たな投資に向けた受入れ環境

の整備にも全力で取り組んでまいります。

　次に、２点目の熊本版サイエンスパーク構想の

実現や展開に当たっての考え方についてお答えい

たします。

　昨日、渕上議員の質問でもお答えしましたが、

熊本版サイエンスパークは、単なる企業集積では

なく、大学や研究機関が立地して、産学金官の連

携によるイノベーションの創出、人材の育成とか

供給が持続的に行われる場を目指します。複数の

拠点において、まちづくりの観点も含め、必要な

機能を分担し、相互に連携する分散型サイエンス

パークを考えております。

　そして、産業集積と産業インフラの整備はもち

ろん、農林畜水産業をはじめとする他産業や環境

にも配慮して、セミコンテクノパーク周辺から、

県内ひいては九州全体へ広げていきたいと考えて

おります。

　次に、３点目の地場企業の参入についてお答え
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申し上げます。

　議員御紹介のＪＡＳＭの調達に関する説明会

は、くまもと産業支援財団と県が共催する形で、

県内企業とＪＡＳＭの取引を拡大するために実施

したものでございます。

　本来であれば、一企業の調達に関することは民

間企業同士でなされるべきことではありますが、

ＪＡＳＭに対する期待も高いことから、県が働き

かける形で実現いたしました。

　当日は37社の参加があり、そのうち約30社が具

体的な商談を希望されて、現在ＪＡＳＭと個別商

談に移行しており、一定の成果はあったと感じて

おります。

　今後も、第２工場の建設など、状況の変化を追

いながら、継続的な開催に向けて協議を続けてま

いります。

　議員御指摘の課題、これはもう非常に理解でき

ますが、回を重ねることで、徐々に取引機会の拡

大につながればと思っております。

　また、まずもって、この半導体サプライチェー

ンの参入については、世界水準の技術力やサービ

スが要求されます。ですので、地場企業の技術開

発支援や参入支援セミナーの開催などにも積極的

に取り組んで、県内企業が参入できるよう、県と

してしっかりと努めてまいります。

　最後に、４点目の下水処理施設への住民の理解

の取組についてお答え申し上げます。

　特定公共下水道の整備については、ＴＳＭＣの

進出をはじめとする半導体産業の集積に対応し

て、工場排水を適切かつ確実に処理して、水環境

を保全できるよう、スピード感を持って取り組ん

でいるところでございます。

　現在、その前提となる都市計画決定の手続を進

めており、都市計画決定案の作成過程では、地元

自治体をはじめ環境の専門家など、様々な関係者

と丁寧に意見交換、説明会を重ねてまいりまし

た。

　議員御指摘の説明会の開催に当たっては、周辺

住民へのチラシ配布に加えて新聞広告、県のホー

ムページを用いて広く周知を行っており、参加者

からは、処理方法ですとか、放流先に関する意見

をいただいております。また、説明会後の都市計

画案の公告、縦覧においても、様々な意見書を提

出していただいております。

　そして、先般公開で開催いたしました都市計画

審議会において、いただいた意見とそれに関する

県の考え方を説明して、下水処理施設の計画につ

いて了承いただきました。

　この計画を進めるに当たっては、説明会、都市

計画審議会の議事内容をホームページに掲載する

とともに、今後行う事業計画案の縦覧や事業認可

後の説明会など、様々な機会をしっかりと捉え

て、引き続き、正確な情報発信と丁寧な説明を尽

くしてまいります。

　以上４点について御答弁させていただきました

が、県民の産業振興への期待とともに、見える不

満と見えない不安を真摯に受け止めて、引き続

き、諸問題に迅速かつ丁寧に対応してまいりま

す。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　いずれにしましても、ＴＳＭＣが

熊本に来たことによって、地場企業は、ありとあ

らゆる形で、何かしら関係ができればと期待する

企業は多いわけでございますので、本当に、ある

意味では、世界水準の技術を求められるのは、当

然これはできませんので、ただ、地場の企業でも

できるような仕事だけをある意味では選んで、そ

ういう方にはなるべく直接やり取りができるよう

な、契約ができるような形で配慮することは大事

かなというふうに思います。
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　それと、この下水処理施設の問題は、よく、住

民は、最初のときには関心を持たずに、知らない

ということもあるんでしょうけれども、後になっ

て、いよいよ本決まりになったときに、それは大

変だと言って反対運動を起こされると、もっと前

にそういう意見が出なかったかということが多々

ありますので、しっかり、最初のうちから、皆さ

んに、こういう問題がありますから、しっかり興

味を持ってください、そして、そこでいろんな意

見を述べてくださいという機会がないと、結果的

に、最初でエネルギーをかけて、最後にまたそこ

でひっくり返される内容になるとこれは困るとい

うことを心配しますので、特にこの下水処理に関

しては、住民の理解を求めるための、早め早めの

対応が大事かというふうに思います。

　次に、５点目でございます。菊陽町の都市計画

と県の関わりについて質問をさせていただきま

す。

　菊陽町は、１月27日、今後の町の土地利用方針

を定める都市計画マスタープランを発表しまし

た。それによると、ＪＲ豊肥線の三里木駅から原

水駅間に計画される新駅から原水駅北側の土地区

画整理事業と整備中の都市型スポーツ施設も盛り

込む原案で、先月27日までに意見公募し、今月下

旬頃に都市計画審議会に諮問する予定と聞いてい

ます。

　このプランが通りますと、菊陽町のありようが

随分変わり、都市型の町に大きく変貌するのでな

いかと、町民はもとより町民外の方からも注目さ

れるのではないかと思います。

　ここで、スクリーンを御覧いただきたいと思い

ます。(資料を示す)

　これは、菊陽町における駅を中心とした市街地

整備のイメージパースです。

　計画の具体的な中身を見てみますと、今はイ

メージパースでありますが、３つ見てください。

「賑わいエリア」、そして「知の集積エリア」「職

住近接エリア」――住まいのところですね。と３

つに分かれ、ＴＳＭＣの隣接地という地の利を生

かしたプランだと思います。

　そこで、私は、このプランの中で気になること

がありますので、県に関わることについてお尋ね

をします。

　まず１点目は、このプランの中に「知の集積エ

リア」が示されています。大変魅力的な発想だと

私は思います。そこで、町の考えでは、大学のキ�

ャンパスや専門学校や研究機関や企業などが共同

で利用するマルチテナントをイメージされている

ようですが、ぜひこのエリアに、６月の議会でも

取り上げました県立技術短大を誘致してはと考え

ています。その際は、ぜひ４年制大学の移行も視

野に入れていただきたいと思います。

　移行した技術短大の跡地利用は、ＴＳＭＣをは

じめ半導体関連の企業に売却も考えられます。実

現できれば、学生を中心とした若者でにぎわう街

になりますが、この提案について、県の考えをお

尋ねします。

　この２つ目でございます。

　この都市計画区間では、ＪＲの新駅が設置され

ます。県は、ＪＲ豊肥線の複線化を度々要望され

てきました。新駅を造るには、現軌道の改良を伴�

ってまいります。言い換えれば、複線化を目指す

とすれば、新駅建設と区画整理事業は絶好のタイ

ミングとも捉えられます。幸い、三里木駅から原

水駅先の入道水踏切区間は、比較的住宅も少な

く、農地エリアが広がり、軌道の複線化を実行す

るには、大変条件のよい区間でもあります。

　ただ、ＪＲの複線化を実行するに当たっては、

区画整理事業の区域にも影響することが予想され

ますので、実行の可否を早く決める必要がありま
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す。県としては、複線化を強く求めるのであれ

ば、他の区間では住宅密集地など課題も多いこと

から、なかなか難しいと私は考えます。

　今こそ今回の区画整理事業は複線化の実現に向

けた絶好のチャンスと捉え、菊陽町と早急な協議

を行い、三里木駅から入道水踏切区間の複線化に

向け協議を進め、ＪＲに強く要望したらよいと考

えますが、以上２点、木村知事にお尋ねをいたま

す。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず、県立技術短期大学につ

いてお答え申し上げます。

　県立技術短期大学校の移転については、現在、

半導体関連企業が集積する恵まれた立地環境や移

転する場合の新たな建設費用などを考慮した場

合、慎重な検討が必要であり、引き続き、技大の

あるべき姿については検討を重ねてまいります。

　次に、豊肥線の複線化についてお答えいたしま

す。

　ＪＲ豊肥本線の熊本駅から肥後大津駅間は、そ

の乗車人数は増加の一途をたどっています。特に

通勤通学時間帯の平均混雑率は、令和４年度は

135％、令和５年度が121％と、３大都市圏に匹敵

する状況となっております。

　一方、鉄道施設は全区間において単線であり、

例えば、東海学園前駅では、車両の行き違いがで

きずに、待ち時間が発生するなど、速達性や運行

本数等の輸送力に大きな課題があると考えていま

す。

　ＪＲ九州は、この春のダイヤ改正により、一部

増便、車両増などに取り組まれる予定ですが、今

後の半導体企業のさらなる集積、阿蘇くまもと空

港の国際路線の就航拡大に伴う空港旅客数の増加

を考えれば、抜本的な輸送力強化が必要であり、

既存の設備で対応するには限界があると私も考え

ております。

　本県といたしましては、議員御提案の複線化構

想も、輸送力強化には有力な手段の一つと考えて

おります。菊陽町新駅の整備や原水駅周辺土地区

画整理事業、さらに、本県が整備を進める空港ア

クセス鉄道事業が進み出したこのタイミングで、

豊肥本線の運行主体であるＪＲ九州と県及び沿線

市町村とが、ＪＲ豊肥本線全体の輸送力強化につ

いて、どのような具体的な手法が取り得るのか、

検討を深めていく必要があります。

　本県のさらなる発展のため、そして、熊本都市

圏の基幹交通軸であるＪＲ豊肥本線の輸送力強化

について、菊陽町など関係市町と連携しながら、

ＪＲ九州との協議を加速してまいります。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　私は、技術短期大学を菊陽町の土

地区画整理に移転したらどうかなと考えています

と５人の方に聞いてみましたら、それはたいぎゃ

よか考えといういうふうに評価をしていただきま

した。県ではなかなか厳しい結果でございまし

た。残念でございます。

　ただ、複線化に関しては、ぜひやらないと、ど

こかで、単線だけでは、速達性とか大量輸送とか

という形が結果的に難しくなる。そうした場合

に、いろいろとずっと熊本駅から空港まで考えま

したところ、やはりここが一番条件的にはいい。

大津駅から空港までだったら、新しく今からする

から比較できやすいんです、条件的に。ただお金

がかかると、この区間は。高い橋になったり、ま

たトンネルがあったりとか、いろんな形で。そう

すると、現実的には区画整理をされるこの区間

というのは、非常に、複線化して、そしてここで

離合させるダイヤを考えれば、これは可能性が高

いなということで、答弁でも、有力な手段の一つ

と言われましたので、ぜひそこは町と協議しなが
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ら、またＪＲともぜひ協議していただいて進めて

いただければと思います。よろしくお願いをいた

します。

　次に、外国人の受入れと共生についてでござい

ます。

　私は、２月４日、群馬県邑楽郡大泉町役場を訪

問しました。目的は、昨年、ＳＮＳの情報で「住

民の２割以上が外国人の町」という大きな見出し

が目に留まり、本県でも増えつつある外国人の対

応について参考になるのではと思い、視察を決め

ました。

　事前に大泉町役場に連絡を取りましたら、やは

り国会議員や地方議員の視察はよくあるとのこと

で、その際は、町長自ら説明されることが多いと

聞きました。あいにく私の視察の日は町長が不在

でしたが、町長の御配慮で丁寧な対応をしていた

だきました。

　説明は、企画部多文化協働課の女性の課長を中�

心に、具体的な内容を伺いました。その説明か

ら、昨年12月末現在で、町の総人口４万1,653

人、外国人人口、55か国8,871人、外国人比率

21.3％という具体的な数字を聞き、５人に１人が

外国人であることに改めてびっくりしました。

　国別人口で見てみますと、ブラジル4,686人、

外国人人口割合は52.8％が一番で、次にペルー

1,106人、12.5％、３番目にインドネシア550人、

6.2％となり、合計で55か国の外国人が住んでい

ます。最近では、アジア系の人口が増えてきてい

るということでした。

　また、外国人の在留資格及び比率で見てみます

と、永住者3,210人、36.2％、定住者2,648人、

29.9％で、合計66.1％を占めていました。このよ

うに、外国人が増えてきた背景には、平成２年６

月の出入国管理及び難民認定法、入管法の改正が

行われ、それにより、合法的に雇用ができること

で日系人が増えてきた要素だと言われていまし

た。

　こうした動きもあり、今から約39年前の昭和61

年、大泉町の総人口は、外国人222名を含め３万

7,222人でした。その後、平成７年以降の日本人

の人口は右肩下がりに減るのですが、一方で、外

国人の人口は増加し、町の人口が平成12年には４�

万2,628人とピークを迎えました。それ以降、今

日まで約30年間、日本人は減る一方、外国人の増

加で町の人口はおおむねピーク時を維持してお

り、その分外国人の割合が高くなっています。

　そこで、今回の視察の目的は、今日全国的に人

口減少に苦しむ自治体が多い中、外国人の増加に

よる人口増とはいえ、人口減少に歯止めをかけて

いる成功事例ではないかと感じたからでありま

す。

　では、なぜこれだけ外国人が増えたのかと確認

しましたら、町内にあるパナソニックやスバルま

たは味の素等の就労者を求める大手企業の存在で

した。そこで私の脳裏に浮かんだのが、ＴＳＭＣ

と関係が深い菊陽町や大津町で、人口規模も近い

大泉町の取組を知ることは大変参考になるのでは

と考えました。

　そこで、これだけ外国人が多いことによる日本

人の住民との関係や行政サービスの在り方につい

て及び子供の教育環境や社会保障の状況などをお

尋ねしてみました。答えとして、住民との関係

は、最初の頃は、当然文化の違いがあり、一部で

ささいなトラブルもありましたが、今では相互理

解が進んでいる、行政サービスについては、多言

語対応で日本人と同じサービスを提供し、子供の

教育環境は、地元の小中学校に通い、授業も日本

語で対応、苦手な児童生徒には支援学級等で対応

し、社会保障については、就労し納税の義務を果

たしていれば日本人と何ら変わりはない保障をし
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ているとのことでした。

　あわせて、いじめなどの問題にも触れました

が、日本人だから外国人だからと特別な差はな

い、むしろ子供たちは仲よしで、クラスの半分近

くが外国人のところもあるが、非常に溶け込んで

いるとのことで、子供たちが学校で教わった教育

や文化を親に伝える役目を果たし、地域との共生

に貢献していると知り、感動しました。

　町のスローガンに、秩序ある共生、日本の制

度、ルールやマナーを理解して生活してもらう、

外国人は、労働者ではなく、共に地域で暮らす住

民である、公平、公正な行政サービスを提供、国

籍を問わず、お互いを尊重し、協力し合いなが

ら、多様性を認め、誰もが活躍できる町をつくる

の最後のパワーポイントの文字がとても印象に残

りました。

　そこで、木村知事にお尋ねします。

　大泉町は、基本的には町の努力で、今日まで外

国人との共生について尽力されてきました。そこ

で、私は、町として県に望むことは何ですかと尋

ねましたら、大人も子供も含め、日本語教育の人

材派遣に要する交付金と答えが返ってきました。

言葉の壁の克服が共生社会の扉を開く鍵と理解し

ました。

　本県の在留外国人の数は、昨年６月末で２万

7,407人と過去最高だそうです。そこで、来年度

の新規事業として、熊本県多文化共生支援事業を

予算化されていますが、少々足りないような気が

します。

　ＴＳＭＣの進出で外国人の増加が見込まれる本

県としまして、外国人への共生意識はどのように

見ておられるのか、また、多文化共生の在り方に

ついて、そして、今後の具体的な支援の在り方に

ついて、木村知事の考え方をお尋ねいたします。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　議員御指摘のとおり、県内の

在留外国人の数は、現在も急激な増加傾向が続い

ております。昨年11月に県も協力して開催したＫ

ＵＭＡＭＯＴＯ�ＫＵＲＡＳＵというシンポジウ

ムでは、熱心な質疑などが行われ、県民の皆さん

の中でも、多文化共生の関心が高まっていること

を実感しております。

　多文化共生の在り方については、県の総合戦略

の中で、その社会の実現に向けて、外国人材との

相互理解を深め、共存するために必要な考え方や

ノウハウを県民や地元企業に伝えることとしてお

ります。

　また、熊本県外国人材との共生推進本部におい

て、部局横断的に課題を共有し、優良事例の掘り

起こしを図りながら、多様性に富んだ選ばれる熊

本、開かれた熊本を目指してまいります。

　多文化共生に対する私の考え方の根幹には、令

和２年に県内で発生した技能実習生の方の出産を

めぐる不幸な事件がございます。外国人を地域の

一員として受け入れ、孤立しない環境を整えるこ

とが非常に大切です。

　県内でも既に、市町村の保健師が外国人住民の

出身国の文化を尊重しつつ、日本の乳幼児健診の

優れた点を紹介する子育て支援の取組や、ハザー

ドマップを用いて、外国人とともに危険箇所を確

認する取組など、外国人向けの住民サービスの提

供に熱心に取り組む市町村が現れております。

　このように、外国人向けの住民サービスの充実

や住民同士の相互理解を促進するためには、直接

サービスを提供する市町村の役割が極めて重要だ

と考えております。

　議員御紹介の熊本県多文化共生支援事業では、

外国人の相談に対応するサポートセンターの運

営、市町村における外国人受入れ連絡協議会の設

置支援、地域日本語教室の開催支援を実施してお
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ります。

　さらに、新しい取組として、多文化共生に対す

る関心は高いものの、具体的な解決策に悩む市町

村に対して、アドバイザーを派遣し、伴走する事

業を開始いたします。

　このように、市町村や民間団体としっかり連携

しながら、多文化共生を推進し、外国人材に選ば

れ続ける熊本を目指して取組を強化してまいりま

す。これにより、外国人だけでなく、日本人を含

めた全ての住民が働きやすく、暮らしやすい環境

づくりを進めてまいります。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　大泉町のバイパスのほうには、日

本の、例えば吉野屋とか、うどんとか何とかある

けれども、そういうのがなくて、ほとんど、ブラ

ジルとかスペインとか、そういう分の店が結構多

くありまして、大変、やっぱり全然雰囲気が違う

なという感じでありました。

　最後に役場を離れるときに、グラシアス、オブ

リガードと言いたかったのですが、相手が日本人

でしたので、それを言う必要がありませんでし

た。日本語でありがとうございましたと言って終

わりました。

　次に、７番目でございます。

　熊本都市圏道路渋滞対策についてということで

ございます。熊本都市圏道路の渋滞対策について

お尋ねをいたます。

　ＴＳＭＣ第１工場の本格的な稼働や今年からの

第２工場の建設工事開始により、周辺の交通渋滞

は今後ますます激しくなることが予想され、周辺

住民の生活に不便を強いられることに大変心配せ

ざるを得ません。

　こうした中、昨年12月、国土交通省や県、熊本

市、県警などでつくる県交通渋滞対策協議会は、

半導体関連工場周辺の合志市や大津町、菊陽町に

ある交差点12か所を新たに渋滞が深刻な主要渋滞

箇所に選定し、これまでに選定した箇所を合わせ

て285か所になりました。

　さらに、県と熊本市は、昨年12月末、共通の政

策課題を協議する県・市調整会議を開催、熊本都

市圏で慢性化する交通渋滞の短期対策で、熊本市

の東部エリアやセミコンテクノパーク周辺を中心

に、３年以内に30か所の交差点を改良すると発表

しました。昨日の質問にも同じ内容がありまし

た。

　さらに、主要な渋滞箇所のうち、約80か所を10

年以内に改善することも発表されました。また、

インフラ整備だけではなく、公共交通機関のさら

なる利用促進や官民一体となった時差出勤の拡充

対策なども推進することなども発表されました。

　私は大変重要な方向性を示したと理解します

が、ただ、今日の状況を憂う方の中には、もう少

し時間の短縮はできないのかと、不満を抱く方も

少なくないと思います。また、もう一つの都市圏

渋滞対策の目玉である「10分・20分構想」の軸と

なる高規格道路３路線について、本当にできるの

か、いつ頃になるのかと尋ねられることも多々あ

ります。辛口の意見では、今熊本に企業の進出や

インバウンドの増加が見られるときに、そのタイ

ミングを外せば意味がないとの意見も寄せられま

す。

　この高規格道路３路線について、過日、大西熊

本市長は、本年中には大まかなルート案を示した

いと言われているので、注目したいと思います。

　そこで、第１点目についてお尋ねします。

　昨日の渕上議員の渋滞対策関連の質問で、熊本

都市圏の主要渋滞箇所は短期的で、中九州横断道

路等と「10分・20分構想」の高規格３路線は中長

期的な計画でと述べられました。予算を考えた答

弁だと思いますが、高規格道路３路線の発表時
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は、もっとスピード感があったような気がしま

す。

　例えば、民間資金の活用や有料道路化の案など

話題となりました。ルート案が本年度中に発表さ

れても、実現するのが20年、30年先の話となれ

ば、空港アクセスの時間短縮は失望に変わるので

ないかと心配します。

　そこで、県に関係する事業でもありますから、

いつ頃完成を目指す想定なのか、お尋ねをしま

す。

　第２点目に、県や市は、これまで時差出勤の取

組を積極的に進めてこられました。また、今後も

民間企業の協力も求めながら進めると言われてい

ますが、そこで疑問に思うのが、時差出勤の第一

の目的は、通勤時の交通混雑を緩和する狙いがあ

ると思いますが、もともと、公共交通機関やバイ

ク、自転車、徒歩の方が時差出勤しても交通混雑

に影響は少ないと思います。私の調査では、もと

もと車通勤でない職員の時差出勤の方が約半分以

上いるようですが、正確な数字はどうなのでしょ

うか。目的からすれば、時差出勤者は車通勤者を

対象に行うべきと思いますが、時差出勤の在り方

について、以上２点、木村知事にお尋ねをいたし

ます。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　議員御質問の熊本都市圏３連

絡道路は、都市圏に定時性と速達性を兼ね備えた

道路ネットワークを形成するとともに、中九州横

断道路、熊本西環状道路などと一体的になって、

渋滞解消に大きな効果を発揮するものであり、必

要不可欠な社会基盤であると考えています。

　現在、国の技術支援をいただきながら、住民生

活や環境影響を考慮したルート帯や主な道路の構

造など、概略設計の決定に向けて有識者委員会を

設置し、住民参加型の道路計画検討に取り組んで

おります。

　第２回有識者会議委員会の開催に向けて、企業

ヒアリングで把握した交通課題の分析や意見聴取

の方法などの検討も行っています。

　あわせて、この道路を早期に実現するための手

法として、有料道路事業の活用も検討していると

ころです。

　これらの検討を同時並行的に進めている段階で

あり、現時点で３連絡道路の完成時期の目標をお

示しする段階にはございませんが、渋滞解消など

に最も効果を発揮する箇所から供用し延伸してい

くことで、県民の皆さんにその効果を実感してい

ただけるものと考えております。

　今後も引き続き、国の絶大な御協力をいただき

ながら、熊本市とも緊密に連携し、住民参加型の

道路計画検討を主体的に進め、早期の事業着手に

つなげてまいります。

　次に、２点目の時差出勤の在り方についてお答

え申し上げます。

　昨年９月に、渋滞緩和を目的として、県と熊本

市合同で時差出勤等を実施し、目標の4,000人を

達成いたしました。県庁の参加者は1,551人で、

そのうちの約46％、711人が車通勤、残りの54�

％、840人が公共交通機関の利用者や自転車、徒

歩などでございます。

　確かに、車以外の通勤手段の職員が時差出勤を

行うことによる直接的な渋滞緩和の効果は小さい

です。しかしながら、通勤手段に関わらず、県庁

と熊本市役所という大組織に所属する全ての職員

で取り組むということに意義があると考えて、こ

の運動への参画を働きかけたことで、職場の理解

も進み、多くの職員の実施につながりました。実

際、この取組の結果、県庁付近の交差点では、朝

ピーク帯の交通量が約10％減少いたしまして、２

キロ以上の渋滞発生回数も前年に比べて半減する
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という効果が見られております。

　この取組だけでも効果が見られたことから、近

隣の自治体や経済界にも取り組んでもらうため、

早速、今年年始の経済団体との会合において、私

自身が大西熊本市長と一緒に協力依頼を行い、経

済界からも力強い賛同をいただいております。今

後もこの取組を県民運動としての展開に広げ、よ

り一層渋滞緩和を実現してまいります。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　時差出勤に関して、これは県では

ないんですけれども、窓口業務の方が時差出勤を

して、誰もいないのに早く来て、８時半から人が

来て、その１時間前に来ても誰も来ないと。そし

て、夕方になると、一番忙しい時期に早く帰る

と、ちょっと目的が違うんじゃないかという話を

聞いたことがあるものですから、これはまた時差

出勤の目的とちょっと角度が違うのかなという感

じもありますので、この辺はちょっと注意しとか

なきゃいけないかなというふうに思います。

　次に、失われる農地の新たな確保の進捗状況に

ついてということで確認をさせていただきます。

　昨年６月の代表質問において、菊陽町をはじ

め、合志市や大津町、菊池市では、これまで農地

であったところが県や市町の工業団地への用途変

更や民間企業の申請、いわゆる、農地法第５条申

請で農地から宅地などに用途変更されたことで、

農地が164ヘクタール減少しているとの現状を示

し、地域の営農継続に向け、失われた農地の確保

策について、農地確保の手だてとして、中山間地

や山林などを対象に、農地整備を新たに推進する

必要があると訴えました。

　あれからおよそ１年たちました。その後、同様

な申請で農地から宅地などに用途変更された土地

がどれくらいあるのか調べましたところ、昨年、

令和６年12月までで75ヘクタール増え、トータル�

で239ヘクタールに膨れ上がっていました。た

だ、これ以降も、申請中や予定を含めますと、こ

の数値は今後さらに増えることが予想されます。

　こうした中、昨年８月23日に、ＪＡ中央会、経

済連、果実連、酪連、畜連の会長または専務らが

出席され、半導体関連企業進出に伴う代替農地確

保等による営農継続に関する緊急要請を行われま

した。

　具体的な要請項目を見てみますと、１つ、農地

確保対策への特別な支援、２つ、畜産農家の営農

継続に対する特別な支援でありますが、これだけ

の団体の皆様が一堂に会して県に要望されるとい

うことは、関係者としては、それだけ危機的な状

況にあるということだと思います。

　これに対して、県は、菊池地域４市町の関係農

家への影響、意向把握のためのニーズ調査などを

実施し、マッチング支援に取り組んでいるようで

すが、大変厳しい状況と聞いています。

　本年１月１日付で、九州農政局長に熊本出身の

緒方和之さんが就任されたと報道で聞きました。

就任会見では「食料基地九州の持続的発展に向

け、家畜伝染病対策やスマート農業の普及に取り

組む」と抱負を語られ、熊本県内への半導体企業

の進出に伴う農地の減少については、遊休農地を

使った対策を挙げ、農地整備へ国の補助を活用し

てほしいと述べられたそうです。

　農業を取り巻く環境が厳しい中、特に農水省で

農村振興局整備部長などを歴任されていることか

ら、熊本にとりましては、まさにチャンス到来の

人事ではないかと歓迎したいと思います。

　私は、昨年６月の代表質問でも述べました。失

われた農地確保に向けては、林地なども含め、農

地整備を進めたらどうかとお尋ねしました。そこ

で、営農継続に向けた代替農地確保の現状の認識

と今後の決意について、千田農林水産部長にお尋
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ねをいたします。

　　�〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　半導体関連企業等

の進出に伴い、菊池地域では、農地の転用面積が

増加しており、農家の営農継続に必要な農地の確

保は、現在も喫緊の課題です。

　県では、代替農地の確保に向けて、農家と農地

のマッチングと基盤整備に取り組んでいます。

　まず、マッチングについては、菊池地域の４市

町及び周辺６市町の約2,100筆の貸借可能な農地

について、周辺道路等の耕作環境を含めた現地情

報の調査を踏まえ、データベースの構築を行いま

した。このデータベースを基に、代替農地を希望

される農家と農地のマッチングを進めており、農

家同士のマッチングと併せて56ヘクタールの代替

農地が確保されています。

　次に、基盤整備では、昨年８月、国に対して行�

った営農継続に係る緊急要望に対応して、国庫補

助事業における農家負担の軽減に向けた制度拡充

の検討が行われているところです。

　県としては、菊池地域周辺で代替農地として整

備が可能な候補地は限られる中、全国でも事例の

ない短期間での林地を含めた代替農地の整備に向

け、まずは県がモデル的に基盤整備に取り組むこ

ととしており、現在、作付希望者との調整を行っ

ています。

　また、今後の代替農地の整備を加速させるた

め、市町村向けに林地を含めた基盤整備に関する

手引書の作成を進めています。

　さらに、これまで耕作放棄地を中心に行ってき

たマッチングについて、本年３月までに市町村が

策定する地域計画の情報を熊本水土里ＧＩＳに取

り込み、将来規模縮小や離農を予定されている農

家の農地情報を見える化し、より多くのマッチン

グの成立に向け改良を図ります。加えて、代替農

地となり得る林地を含む候補地の広域的な調査な

ど、あらゆる方策を講じてまいります。

　農業県である本県としましては、関係市町村や

農業団体等と緊密に連携を図りながら、営農継続

に向けた代替農地の確保に向け、農家に寄り添っ

た対策を全力で進めてまいります。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　ぜひ、失われたといいますか、な

くなった分だけの農地、全部とはいきませんでし�

ょうけれども、できるだけ確保していただければ

というふうに思います。

　では、次に行きます。

　スフィア基準の対応についてということでござ

います。

　昨年11月の臨時国会と12月11日の衆議院本会議

の所信表明演説で、石破総理は、災害発生後の避

難所で確保すべき生活環境を指標として定めた国

際基準、スフィア基準について触れられ、発災

後、早急に全ての避難所で同基準を満たすことが

できるよう事前防災を進めると表明。内閣府は、

同基準を参考に、避難所運営に関する自治体向け

指針を12月に改定されました。

　スフィア基準の正式名称は、人道憲章と人道対

応に関する最低基準。アフリカの難民キャンプで

多数の死者が出たことを踏まえ、1997年にＮＧＯ

グループと国際赤十字・赤新月運動が策定したも

のです。

　同基準は、１人当たりの居住スペースは3.5平

方メートルを確保、大体畳２畳分ぐらいで、飲料

水と生活用水は１日最低15リットル、トイレは避

難者の20人当たりに１基、男女比は、女性用が男

性用の３倍などの指標が定められています。

　日本では、平成23年の東日本大震災を機に注目

され、28年に策定された内閣府の避難所運営ガイ

ドラインで、参考にすべき国際基準と紹介されて



令和７年２月定例会　熊本県議会会議録　第４号 （３月６日）

－ 91 －

います。

　だが、その後の災害でも、被災者が避難所に密

集し、雑魚寝するようなケースがあり、体調の悪

化が進み、関連死の増加や心身への影響などが懸

念されています。

　総理は、能登半島地震や豪雨災害で被害を受け

た石川県内の避難所でも同基準を満たすよう指示

され、坂井学防災担当相は、11月15日の記者会見

で、いずれの避難所も基準を満たしていたことを

確認したと説明した上で、来るべき災害への備え

も重要で、48時間以内に同基準が満たされるよ

う、避難所の環境改善の取組を進めると述べられ

ました。

　そこで、県は、今年度予算案でも、新規事業と

して災害発生時の避難所体制整備や県有施設の防

災力強化策を計上されました。避難所運営は、原

則市町村の責務でありますが、大規模な災害が発

生した場合においては、県立高校や県有施設も避

難所になることもあります。県もスフィア基準を

無視するわけにはいかないと私は考えます。

　そこで、県下の市町村のスフィア基準の取組に

対する認識とその支援を行う県のスフィア基準の

取組についての決意を木村知事にお尋ねをいたし

ます。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　能登半島地震の検証を踏ま

え、国が昨年末に改定した指針には、議員御指摘

のとおり、避難所の質の向上の指標となるスフィ

ア基準の引用が随所に見られます。この指針に

は、同基準を満たすことができるよう、市町村は

避難所等で必要な物資を確保することなども新た

に追加されました。

　また、本年１月には、全国自治体の災害用物資

機材等の備蓄状況に関する調査結果が公表されま

した。県内市町村の備蓄状況を見ると、食料や飲

料水などは一定量確保されているものの、快適な

トイレや温かい食事の提供、ベッド、プライバシ�

ーの確保などは十分とは言えない状況です。

　国からは、今般の経済対策において、避難所の

環境改善に必要な物資を確保するための新たな交

付金による支援が示され、県からも、県内市町村

にこの交付金の積極的な活用を働きかけました。

その結果、18市町村において購入計画が作成され

ましたが、さらなる取組の充実強化が必要である

と認識しております。

　次に、県のスフィア基準の取組についてお答え

いたします。

　県としましても、スフィア基準は、被災者の生

活の質の向上、ひいては災害関連死の防止にもつ

ながる大変重要なものと考えております。

　国の指針には、県の役割として、市町村の備蓄

状況を踏まえた広域的な備蓄の確保も追加されま

した。

　これを踏まえ、今定例会では、国の経済対策を

活用し、災害時の避難所の体制整備や県有施設の

防災力強化などに係る予算を計上させていただき

ました。

　これは、国の動きに迅速に対応し、被災者支援

をより充実させたいという私の決意の表れでござ

います。

　今後も、県が率先してスフィア基準に沿った避

難所の質の向上に取り組んでまいります。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　災害の多い我が国でございます。

どうしても避けられませんけれども、そのとき、

避難所というのは、一番大事なところでございま

す。そこで、東日本とか熊本地震のときは、大変

多くの方がいるから、一時的には、快適な環境は

なかなかできませんけれども、こういうスフィア

基準という形で、国際的にも統一して、しっかり
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配慮していこうということがありますので、でき

るだけ、このことをしっかりと対応できるよう

に、平時のときに、いろんな形で、どうすれば

できるのか、どういうものが足りないのか、そし

て、どういう形で分散すると、ある意味では、そ

の環境も改善できるのか、いろいろと考えていた

だければというふうに思います。

　では、次に、県立高校の在り方検討と不登校児

童生徒の対応についてでございます。

　県教委は、県立高等学校のあり方検討会を、昨

年10月から、県立高校が所在する市町村、県内25

か所程度で、地域意見交換会を開催しました。

　目的は、人口減少が進む中、令和７年以降の県

立高校の在り方について、おおむね10年先を見据

えた検討が必要との考えから、教職員、児童生

徒、ＰＴＡ、行政職員など、誰でも参加できる意

見交換会でした。ここで議論した様々な意見は、

本年夏頃に検討会から提出される提言書の参考に

されるとのことです。

　私も、１月20日、県防災センターで開催された

地域意見交換会in熊本市に参加させていただきま

した。会場では高校生が多数参加しており、活発

な意見も出て、熊本市内ならではの意見として、

大変参考になりました。

　また、私は、定員割れの多い郡部での意見交換

会で、今後の存続についてどのような意見がある

のか大変興味がありましたが、残念ながら今回は

参加できず、後日郡部であった意見交換会の話を

伺うと、少人数の学校だから子供が通えた、地域

のことを詳しく学べるようにしてほしい、過疎地

域だから学級を減らすのはおかしい、熊本市内の

学級数も減らすという、以前の再編時の約束が守

られていないなどの様々な意見が出たようです。

　私は、こうしたたくさんの意見の中で、特に共

感したのが、熊本市内の公立高校の学級減の問題

でした。私は、前回の高校再編の議論が行われて

いたときに、この議会で全く同じことを質問しま

した。それはなぜかといいますと、郡部の中学生

が地元の高校を選ばず、熊本市内の高校を選ぶ傾

向が強かったからであります。

　ちなみに、今年度の公立高校の入試出願状況

は、県内52校中37校が定員割れでした。理由とし

て考えられることは、以前より偏差値の高い熊本

市内の高校に合格しやすくなったことや、自分の

学びたい環境ややりたいスポーツの存在などの要

因もあるようです。よって、熊本市内の受入れが

多ければ、それだけ地元志向の低下にも直結しか

ねません。そこで熊本市内の学級減を訴えたので

すが、その際は、公立高校だけでなく、熊本市内

にある約１万4,000名の私立高校の定員も併せて

考えるべきだと訴えました。

　ある郡部の中学校では、約７割近くが熊本市内

の公立、私立の高校に通っているそうです。これ

では地元公立高校の定員割れはなくなるわけがあ

りません。逆に、熊本市内の生徒が郡部の公立高

校に通っているケースも増えています。

　結論から言えば、今ある高校が地元からなくな

ると、小中学校が廃校もしくは統合により学校が

激減し、これに高校がなくなれば、地域はますま

す寂れ、地域の活力を心配する声は住民誰もが抱

いていますし、経済の影響にも心配されていま

す。

　県が訴える、郡部の高校の魅力化づくりで募集

人数を増やすと言いますが、そう簡単にいかない

との声も上がっています。こうした意見を酌み上

げることが重要と考えますが、県立高校の在り方

を検討する中で、熊本市内の公立高校の学級減に

ついてどう対応されるのか、まず白石教育長にお

尋ねをします。

　次に、角度は全く違いますが、本来高校生とし
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て学ぶべき生徒が、小中学校時の不登校により高

校に進学しない生徒も一部にいると思います。こ

の不登校を減らすために、やはり早い段階からの

不登校対策の充実しか手だてがないと思います

が、今回県の取組の中に、オンライン教育支援セ

ンターの開設を試行するとしていますが、この取

組で、勉強に興味を持ち、学校に行くきっかけに

なればと期待したいと思います。

　私が参加した意見交換会では、ある高校生が、

中学校時代は不登校であったが、あるきっかけで

高校受験を決意、今高校生として頑張っていると

の体験を語っていたことがとても印象に残ってい

ます。

　今回のオンライン支援センターの開設で、一人

でも前向きになればと思いますが、この事業に対

する期待される効果について、白石教育長にお尋

ねをいたします。

　　�〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、県立高校の在り方

検討についてお答えいたします。

　これまで２回の検討会を開催しておりますが、

その検討会では、今後の生徒数の減少と定員割れ

の将来予測を行い、県立高校の学級減等募集定員

の見直しや通学区域などについて議論していると

ころでございます。

　特に、学級減等募集定員の見直しに関しまして

は、県全体の中学校卒業予定者数が令和９年度か

ら10年間で約4,500人減少するという厳しい見込

みとなっており、特に熊本市を含む旧熊本学区に

おいても、約1,070人減少し、県立高校のクラス

数で言えば19クラス分の減少が見込まれていま

す。

　昨年10月から開催しました地域意見交換会の中

でも、熊本市内の大規模校の学級を減らすべきで

はないか、募集定員の見直しに当たっては、私立

高校との調整を行ってほしいなどの意見をいただ

いております。

　県教育委員会といたしましては、このような状

況も踏まえ、県立高校あり方検討会において、熊

本市内の学級減を含む募集定員の見直しについ

て、しっかりと議論してまいります。

　次に、不登校対策とオンライン教育支援センタ�

ーの試行についてお答え申し上げます。

　これまで、県教育委員会では、スクールカウン

セラー等の専門家による早期対応や教育支援セン

ターの設置支援など、不登校児童生徒への多様な

支援を行ってまいりました。

　しかし、不登校児童生徒の置かれた状況は様々

であり、家庭で過ごすしかない子供や家庭から外

に出て他者と交流することに抵抗を感じている子

供などもいます。そのような児童生徒にとって

は、まずは、他者とのコミュニケーションを図る

ことに対する抵抗感を和らげるとともに、学校等

での学習活動への参加意欲等を醸成していくこと

が将来の社会的自立に向けて大変重要であると考

えています。

　そこで、県教育委員会としましては、主に家庭

で過ごす児童生徒への支援として、インターネッ

ト上の仮想空間であるメタバースを活用した支援

を試行し、その効果を検証する予算を今定例会に

提案しているところでございます。

　具体的には、児童生徒が自分の分身であるアバ

ターを介して、メタバース上での学校生活を疑似

体験し、そこで他者との交流や学習活動等を行う

ことで、活動意欲や自己有用感が高まり、学校へ

の登校や教育支援センター等の利用につながって

いくと考えています。

　今後も、誰一人取り残さない学びの保障の実現

に向けて、不登校児童生徒の個々の状況に応じた

支援を行ってまいります。



令和７年２月定例会　熊本県議会会議録　第４号 （３月６日）

－ 94 －

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　私が急がせたばかりに、教育長が

原稿をちょっとばたばたとするという形になっ

て、被害を受けてしまい、すみませんでした。

　しっかりと、熊本市内の方にとってみれば、定

員をそのままにしてもらって、我が子が入りやす

いようにと思うかもしれませんけれども、郡部の

高校がだんだんなくなっていくという現状も、大

きい目で見ると、考えていただきたいという思い

から、本当になくなってしまえば大変なことにな

るということで、そのバランスを考えなきゃいけ

ない、そのときは、県立高校も私立も一緒に考え

るということを、人口減少は今から来るわけです

ので、考えていただきたいというふうに思いま

す。

　次に、闇バイト対策について質問します。

　今、我が国で起こる犯罪の中で、過去において

あまり例を見なかった一つに、犯罪実行者情報、

いわゆる闇バイトがあると思います。

　短時間で高額の報酬を得る内容のアルバイト募

集、特に若者を中心に、こんなに好条件のバイト

もあるのかと半信半疑でＳＮＳに投稿すると、見

知らぬ相手の巧みな誘導で、個人情報を入力、そ

の後は、皆様御承知のとおり、後戻りできない状

況に陥らされ、強盗や殺人まで犯してしまう。こ

のような異常な行動をごく普通の若者が起こして

しまうことなど、冷静に考えれば起こり得ない犯

罪が、全国的に起きているということは、ある意

味恐怖でしかありません。

　昨年秋、県内の高校生が関係する闇バイト事案

が発生しました。最初の報道を知ったときは、ま

さか高校生が、それも本県でと驚きを隠せません

でした。県警察もこの事案を重く見て、県内の高

校生を対象に、闇バイトに関与しないよう注意喚

起する非行防止教室を緊急で実施し、昨年12月末

までに、全日制の高校73校全てで実施し、現在も

継続実施中とのことです。私は大変よい取組だと

思います。

　県警察は、過去においても、少年の非行が社会

問題化したとき、また、薬物乱用が問題化したと

きなど、警察本部生活安全企画課の肥後っ子サポ�

ートセンターや県内の全ての警察署、23では、学

校や教育委員会等と連携して、学校等において非

行防止教室を実施してきました。

　しかし、県内には、高校以外にも、若者が通う

大学や専門学校など多数存在します。

　既に非行防止教室の実施の要請を申し出ている

ところもあると聞いていますが、新たに巻き込ま

れる若者を生み出さないためにも、より多くのと

ころで実施していただきたいと思いますし、犯罪

の低年齢化も心配されることから、中学校などで

も積極的に活動してはと思いますが、いかがでし�

ょうか。

　一方で、国では、現在、「闇バイト」による強

盗事件等から国民の生命・財産を守るための緊急

対策が推進されており、防犯カメラや青パトの整

備のための自治体への交付金や犯罪者を逃さない

ための対策である仮装身分捜査の導入、資機材の

充実などが盛り込まれていると聞いています。

　また、匿名・流動型犯罪グループに対する取締

りの強化などのための警察官の増員要求もなされ

ているとのことであり、早期の実現を国に強く望

みたいと思います。

　そこで質問ですが、このように若者が巻き込ま

れている現状を踏まえ、人員増等による体制の充

実を含めた県警察の闇バイト対策について、宮内

警察本部長にお尋ねをいたします。

　　�〔警察本部長宮内彰久君登壇〕

○警察本部長(宮内彰久君)　インターネットを通

じて詐欺や強盗などの犯罪実行者を募集します、
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いわゆる闇バイトにつきましては、本県におきま

しても、昨年、高校生が闇バイトに関与する事案

が発生したところでございまして、闇バイトへの

対策は喫緊の課題であると認識しているところで

ございます。

　このため、県警察におきましては、県内の全て

の全日制の高校73校に対して、緊急の非行防止教

室を実施したところでございますが、これまでに

一部の中学校や専門学校におきましても同様の非

行防止教室を実施しますとともに、大学に対して

も実施を計画しているところでございまして、引

き続き、こうした非行防止教室を積極的に実施し

てまいります。

　また、県警察におきましては、闇バイトの募集

や詐欺などを組織的に行っています匿名・流動型

犯罪グループに対する取締りを強化しているとこ

ろでございまして、これまでに、その取締りに当

たる捜査員を増員するなどの体制強化を進めてき

ましたほか、現在、その集中的な取締りを進めて

いるところでございます。

　県警察としましては、引き続き、こうした匿

名・流動型犯罪グループに対する取締りを強力に

進めてまいります。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　闇バイトの部分で、単純に思うん

ですけれども、１日短時間で５万円、10万円とか

という案内があったときに、それがまともかとい

うと、おかしいと一般的には気づくかなと思うん

です。それにいい話だと応募するということの感

覚がちょっと私にはなかなか分からないんですけ

れども、それを信じ込む、また、その後がやっぱ

り抜けられない、断れないようにするという、そ

ういう人たちは、そういうのが上手なんでしょう

ね。

　今、タイですかね、ミャンマーだったですか

ね、国境に、あそこには10代の、いわゆる高校生

の年代の方もいるとかという話だけれども、どう

いうルートで、どういう形で行ったんだろうかな

と、よく分かりませんけれども、本当に、低年齢

化すると、大変深刻な問題になるというふうに考

えます。ぜひ頑張っていただきたいというふうに

思います。

　いよいよ最後でございます。本当は、もっと時

間を割って、残り時間ゼロだったんですけれど

も、ちょっと安心して、最後まで質問でき、知事

はゆっくりと答弁できるというふうに思います。

　太陽光パネルの今後の対応についてでございま

す。

　本県における太陽光パネルの普及は、2012年７

月にスタートした、事業者や一般家庭が再エネで

発電した電気を、電力会社が一定の期間、一定の

価格で買い取る国の制度、再生可能エネルギーの

固定価格買取制度、いわゆるＦＩＴ制度の運用開

始から進み出しました。

　例えば、事業用太陽光は20年、住宅用太陽光は

10年など、長期にわたって固定価格で買い取られ

るため、事業の収益性が高まり、新たな再エネの

大幅な導入促進や設備の増加に伴うコスト低減が

図られ、その結果、ＦＩＴ制度が始まる前と開始

後の再エネ発電導入量では、約４倍になったとも

言われています。

　その再エネ設備の発電容量の約87％は太陽光が

占めているそうです。ただ、太陽光発電の普及が

進むにつれて、設備価格や設置費用が安くなり、

それに伴い、ＦＩＴの買取り価格も引き下げられ

てきました。

　例えば、太陽光発電、地上設置の１キロワット

当たりの買取り価格は、2012年度に40円であった

のが――これは税抜きでございますけれども、毎

年３円から４円程度引き下げられ、2024年には、
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発電出力に応じ９円程度までに低減しています。

　こうした状況の中、参入しやすく、様々な事業

者が取り組み、また、事業主体が変更しているも

のもある中で、事業用太陽光発電の20年の買取り

期間の折り返しを迎える今日、2032年以降、いわ

ゆる卒ＦＩＴとなった後、放置、不法投棄される

のではないかと懸念されています。

　ただ、発電をやめた設備の廃棄処理について

は、太陽光発電事業者が廃棄費用を確保すること

は当然の責務であります。そこで、国は、これま

で実際に廃棄費用等を積み立てる事業者が少なか�

ったことから、2022年４月に施行された改正再エ

ネ特措法において、廃棄等費用の積み立てを担保

するために、10キロワット以上の事業用太陽光設

備の廃棄等費用積立制度が導入されましたが、導

入が遅れたため、十分な廃棄等費用を積み立てで

きるか心配になりますし、それよりも、ＦＩＴ導

入以前の事業者には、この制度がなかったことか

ら、廃棄等費用の確保が心配になります。

　現に、全国では、事業者の経営破綻により、太

陽光発電の放置が問題になっているところもあり

ます。これは、本県においても対岸の火事ではな

いことです。

　そこで、本県の事業用太陽光発電の20年の買取

り期間の折り返しを迎える中で、今後の太陽光パ

ネルをめぐる懸念への適切な対応について、県は

どのようなことを課題として認識し、また、どの

ような対策を考えておられるのか、木村知事にお

尋ねをいたします。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　事業用太陽光発電について

は、20年のＦＩＴ期間終了後、発電事業の廃止や

太陽光パネルの大量廃棄、さらには、撤去されず

に放置されることを大変懸念しており、太陽光Ｆ

ＩＴ後放置ゼロに向けた取組をしっかりと進める

必要があると考えております。

　事業後の撤去資金については、議員御紹介のと

おり、ＦＩＴ制度の中で廃棄等の費用の積立制度

が導入されていますが、その積立額は、制度設計

時に必要とされた標準的な金額ですので、物価高

騰などにより、実際の撤去時には費用が賄えない

可能性があります。

　このような資金不足による放置を防止するため

に、積立制度だけに頼らず、積立てを計画的に行�

っていただけるよう、事業者等に対し、撤去等に

必要な額をためるという要請、啓発が必要だと考

えています。

　また、再生可能エネルギーを確保するために

は、ＦＩＴ期間終了後も使える設備はしっかり使

うということも重要です。太陽光パネルは、管理

状況次第で30年以上の発電が可能とされていま

す。再エネを安定して供給し、太陽光パネルの廃

棄時期の集中を緩和するためにも、長期活用を促

す必要があります。

　また、現在国では、使用済み太陽光パネルのリ

サイクル義務化に向けた法制度の検討も進められ

ています。これらを踏まえて、ＦＩＴ期間満了ま

での残された期間を有効活用して、撤去資金をた

める、そしてＦＩＴ期間終了後も使う、撤去時に

はリサイクルをするという３つの行動の徹底を取

り組んでまいりたいと考えております。

　議員御懸念のような野放しにされる太陽光パネ

ルが生じないよう、太陽光ＦＩＴ後放置ゼロに向

けて、熊本県として、全国に先駆けた取組を国、

市町村と連携しながら進めていきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

　　�〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　スタート直後は残り時間がゼロと

いうことでもともと予定していたんですけれど
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も、２分余ってしまいました。大分急ぎ足でしゃ

べったので、私も喉が痛くなりまして、知事も大

変エンジン全開で頑張っていただきましてありが

とうございました。教育長は度々本当にすみませ

んでした。急がせてしまいまして。

　これで私の用意した12項目、無事質問が終わり

ました。御清聴本当にありがとうございました。

(拍手)

○議長(山口裕君)　以上で通告されました代表質

問は全部終了いたしました。

　これをもって代表質問を終結いたします。

　昼食のため、午後１時まで休憩いたします。

　　午前11時39分休憩

　　午後０時59分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　日程第２　一般質問

○議長(山口裕君)　次に、日程第２、一般質問を

行います。

　発言の通告があっておりますので、これより順

次質問を許します。

　なお、質問時間は１人60分以内の質疑応答であ

りますので、さよう御承知願います。

　岩下栄一君。

　　�〔岩下栄一君登壇〕(拍手)

○岩下栄一君　皆さん、こんにちは。自由民主

党・熊本一区の岩下栄一です。

　なお、本日は、山口議長の御配慮、また、議会

運営委員会の皆さんの御配慮によりまして、ま

た、ドクターＦこと藤川ドクターの御配慮、御指

導いただきまして、私、車椅子に乗車して質問さ

せていただきます。大変御無礼と思いますけれど

も、どうぞお許しください。

　まず最初に、木村県政を推し進める上での土台

となる令和７年度の当初予算についてお尋ねしま

す。

　昨年４月に木村県政が誕生し、早いもので、も

う１年がたとうとしています。前知事の時代から

のよき流れを引き継ぎ、その流れをより強く、よ

り大きなものにするために奔走された１年だった

のではないかと拝察いたします。

　木村知事は総務省の出身でありますから、鳥取

県の財政課長や本県の総務部長、あるいは副知事

などを歴任され、これまで数多くの予算編成に関

わってこられました。それぞれの知事、仕えた方�

々の方向性を見極めながら予算をつくり上げてこ

られたと思いますけれども、今回は、知事として

自分が先頭に立って予算を編成されたことと思い

ます。そこでどのような予算を編成されるのか、

それはまさに将来の熊本県をどうつくっていくか

ということに直結いたします。

　そこで、知事としてどのような立場で、どのよ

うな思いを持ってくまもとの新時代に向けた令和

７年度当初予算を編成されたのか、その特色とカ

ラーについてお尋ねいたします。

　次に、今後の県の財政運営についてお尋ねいた

します。

　このテーマについては、これまでいろいろ論議

されてまいりましたけれども、木村知事に改めて

お尋ねいたします。

　御承知のとおり、本県は、平成28年の熊本地

震、令和２年の豪雨、新型コロナの発生といった

大きな災害を乗り越えて、災害からの復旧、復興

に目に見える形で平時を取り戻してまいりまし

た。

　一方、県の当初予算については、地震前後がお

おむね7,000億円台でありましたけれども、令和

７年度は、当初予算は約8,500億円と、高い水準
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ではないかと感じているところです。地震や豪雨

の復興関係の予算や昨今の急激な物価高騰を背景

にした公共工事単価の上昇、職員人件費等の増

加、さらにはＴＳＭＣ進出に伴う環境整備といっ

た新たな需要への対応もありますので、やむを得

ないとは思いますが、果たして身の丈に合った規

模であるかどうかと懸念しています。

��予算規模が全てを表しているとは思いません

が、県債の発行額や残高も増加しているのではな

いかなと思っています。ＴＳＭＣなどの半導体企

業の集積による税収効果など、歳入の増加も期待

しているところでありますけれども、将来世代へ

の負担が大きなものになるのじゃないかなと懸念

しています。

��そこで、現状の本県の財政運営をどのように捉

え、今後どのような財政運営を行っていかれるの

か、併せて知事にお尋ねいたします。

　　�〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　岩下議員から御質問いただき

ました。

　まず、くまもと新時代に向けた予算についてお

答え申し上げます。

　本議会に提案しております当初予算は、私が知

事になって初めて編成するものでございます。昨

年11月定例会で御議決いただきましたくまもと新

時代共創基本方針を踏まえ、スピード感を持って

本県の飛躍に向けた挑戦を続けていくための予算

といたしました。

　私は、昨年４月の知事就任以降、現場主義の実

践を掲げ、お出かけ知事室や地域未来創造会議な

ど可能な限り地域を訪問し、多くの県民の方々の

声に耳を傾け、意見交換を行ってまいりました。

　編成に当たっては、いただいた様々な御意見を

反映することを意識するとともに、日頃から人を

育てるための教育と福祉を充実させていくことが

不可欠であると考えていることから、今回の予算

では、将来を担う人材を育てる教育の充実に注力

しております。特に、九州初となる教員業務支援

員の全校配置で、教員をサポートする教員業務支

援員を公立の小学、中学、高校、特別支援学校の

全校に配置拡充するとともに、県立学校の入試に

ウェブ出願システムを導入するなど、教員の働き

方改革をしっかりと進めます。

　このほか、子育て支援や不登校児童への対応、

交通渋滞対策、親元就農の推進を含めた農業の担

い手確保、育成などなどの喫緊の課題に対応する

ための予算も計上しております。基本方針を踏ま

えた取組を力強く推進することで、本県の持つ日

本一の伸び代を最大限引き出してまいります。こ

れが来年度当初予算案における私のカラーと言え

ると思います。

　次に、今後の財政運営についてお答え申し上げ

ます。

　議員御指摘のとおり、物価高騰の影響や災害へ

の対応もある中、現環境下における当初予算の規

模感としては、おおむね妥当な水準と私は考えて

おります。また、本県の財政運営は、その健全性

を客観的に示す指標上の問題は現在のところござ

いません。財政調整用４基金も、当初予算編成後

において前年度並みの80億円を確保させていただ

いております。

　とはいえ、災害関連や国土強靱化関係の県債償

還が今後本格化していく中、物価高騰や公共施設

等の老朽化対応など必要不可欠な歳出も増加する

一方で、半導体産業の集積に伴う県税収入を含め

た一般財源の総額は、直ちに、大幅に伸びること

は期待しづらいことから、今後の財政運営は決し

て楽観できるものではないと思っております。

　そのような中にあっても、くまもとの新時代を

県民の皆様とともにつくっていくため、必要とな
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る施策にはしっかりと前向きに取り組んでいける

よう、スクラップ・アンド・ビルドを徹底すると

ともに、財源の確保と将来負担を考慮しながら、

今後とも適切な財政運営に努めてまいります。

　以上でございます。

　　�〔岩下栄一君登壇〕

○岩下栄一君　ありがとうございました。

　昨日の、また、今日の各党の代表質問に対する

知事の答弁を聞きながら、現場主義ということ

で、非常に積極的な県政をこの積極的な財政運営

の中で展開されているわけでございまして、心か

ら期待を申し上げたいと思います。

　現場主義といえば、もとより熊本県の先人であ

る加藤清正公がまさに現場主義で、1588年、天正

16年に肥後に入国されたときに、土木、河川、治

山問題、そして産業振興に相当力を入れられた。

　木村知事も現場主義で、お出かけ知事室をはじ

め、意欲的な活動を展開されているわけでありま

して、まさに清正公様、加藤清正公の再来にも等

しいなと期待をしているところです。

　加藤清正公は、他県人です。愛知県出身であり

ましたけれども、熊本を第二のふるさととして頑

張られて、こういう言葉を残しています。後の世

のため、次の世代の人たちが本当に幸せになるこ

とを望みながら、産業振興等に邁進されまして、

例えば、熊本県特産のイグサとか、イグサの栽培

やいろいろな農産の普及に全力を尽くされたわけ

でありまして、であるがゆえに、肥後の大恩人と

言われています。木村知事も、やがて100年先、

熊本の大恩人ということになるように、私たちは

活躍を期待したいというふうに思っております。

よろしくお願いいたします。

　そこで、次の問題に入りますが、改めて地球温

暖化対策についてお尋ねいたします。

　地球温暖化問題は、古くて新しいテーマになっ

ておりますけれども、熱波、干ばつ、豪雨災害、

特に、昨今のアメリカ・ロサンゼルスの森林火

災、そして今回、岩手県大船渡市の森林火災は、

まさに地球温暖化の影響を受けた異常気象である

ことは疑う余地がありません。温暖化対策、カー

ボンニュートラルは世界的な課題であり、また、

我が国においても、熊本においても大きな課題で

あると思います。

　熊本県は、蒲島県政４期目の最後に、2050年Ｃ

Ｏ2排出実質ゼロを目指し、対策を打ち出しまし

た。令和３年度からの第六次熊本県環境基本計画

における重要テーマとして、ゼロカーボン社会の

推進をうたっており、2050年度ゼロカーボンに向

けて、省エネルギーの推進、エネルギーシフト、

電気のＣＯ2ゼロ化、その他のＣＯ2の実質ゼロ化

の４つの戦略を位置づけております。

　さらに、この中間目標として、2030年度におけ

る削減目標を、県で見通しを立てた削減量40％と

国のさらなる追加施策による削減量10％を合わせ

た50％としています。

　そこで、計画策定から約４年を経た現在におい

て、この成果をどう評価されているのか、お尋ね

いたします。

　続いて、もう一つ、次に、世界に目を向ける

と、2030年の世界のＣＯ2排出量は571億トンに及

び、過去最高となっており、世界の平均気温は上

昇中であります。このような背景にあって、国際

社会はお互いのＣＯ2排出規制の在り方について

話し合うことになり、それが国連気候変動枠組条

約締約国会議となりました。世界各国が危機感を

共有し、対策強化を打ち出そうというわけです。

　日本では、いち早くＣＯＰ３、カンファレンス�

・オブ・ザ・パーティーズ３、いわゆる京都会議

が開催され、京都議定書が採択されており、これ

が現在のパリ協定へとつながっています。
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　私は、たまたま国会議員在職中に環境委員でお

りましたので、このＣＯＰ３京都会議にオブザー

バーとして参加した経緯がありますので、この上

もない思い入れがございます。

　このような中で、アメリカのトランプ大統領

は、１期目でパリ協定を脱退し、そして、今回も

再びパリ協定を脱退、世界を困惑と失望に陥れて

います。

　また、我が国も、日本では、脱炭素社会に向け

た産業の転換などを議論するのは、それをグリー

ントランスフォーメーション実行会議を首相中心

に開催しています。日本も国際社会における役割

を果たそうと取り組んでおりますが、本県は今後

どのように対応されるのか、先ほどの質問と併せ

て、環境生活部長にお尋ねいたします。

　　�〔環境生活部長小原雅之君登壇〕

○環境生活部長(小原雅之君)　地球温暖化対策に

ついてお答えいたします。

　議員御指摘のとおり、地球温暖化の進行や異常

気象の多発など、地球規模の様々な問題が顕在化

しています。

　本県に甚大な被害をもたらした令和２年７月豪

雨も、地球温暖化の進行に伴う影響が示唆されて

います。水俣病や大規模災害を経験した本県だか

らこそ、率先して地球温暖化対策に取り組んでい

く必要があると考えています。

　現在、県では、2021年７月に策定した第六次熊

本県環境基本計画において、2030年度の温室効果

ガス削減目標を基準年度である2013年度から50％

削減すると掲げています。最新のデータである

2022年度の実績では23.3％の削減となっていま

す。

　まず、これまでの取組の成果に対する評価です

が、家庭部門では、地球温暖化問題に対する県民

の意識が向上し、省エネ家電への買換えが進んだ

ことにより、比較的順調に温室効果ガスが削減で

きています。

　一方、産業部門では、ボイラーなど、大量のＣ

Ｏ2を排出する設備が多く、しかも大型設備は一

旦導入されると長期間使用されるといった事情等

から、削減が容易ではないケースがあります。

　現在、熊本県地球温暖化の防止に関する条例に

基づく事業活動温暖化対策計画書制度により、事

業者にはＣＯ2排出状況や削減目標、排出量が多

い設備やそれらの更新時期の可視化、見える化を

行っていただくなど、産業部門のＣＯ2削減に取

り組みやすい環境づくりを行っています。

　なお、県自らの取組として、国の交付金等を活

用し、大きなエネルギーを消費する空調等の省エ

ネ設備等への転換や初期投資ゼロモデルによる再

生可能エネルギーの導入、公用車への電動車導入

などを積極的に推進しております。

　2030年度の目標である50％削減に向け、今後さ

らに各分野における対策を強化し、しっかり取り

組んでいく必要があると考えています。

　次に、今後の対応についてお答えいたします。

　先月、国は、新たな温室効果ガス削減目標につ

いて、2013年度比で2035年度に60％削減、2040年

度に73％削減することを目指すとして国連に提出

いたしました。

　来年度は、本県の環境基本計画の改定を予定し

ています。現計画策定後の各種統計等を反映した

将来推計を行い、世界や国、先進的な取組を行っ

ている他県の動向等も踏まえながら、目標達成に

向け必要な取組を整理してまいります。

　また、課題の一つである産業部門の温室効果ガ

ス排出量の削減を促進するため、さきに述べまし

た計画書制度に加え、設備更新時における省エネ

設備等への転換に向けた技術面、金融面でのサポ�

ート体制を構築するなど、より実効性を高める取
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組を進めてまいります。

　2050年ゼロカーボンは非常に高い目標で、県

民、事業者、行政など県全体で取り組むことが不

可欠です。

　今後とも、県が率先してゼロカーボンに取り組

むとともに、県全体でゼロカーボンに向けた行動

が着実に前進するよう、全力で取り組んでまいり

ます。

　　�〔岩下栄一君登壇〕

○岩下栄一君　ありがとうございました。

　もう一点、再生可能エネルギーの導入推進につ

いてお伺いいたします。

　2050年度のＣＯ2排出実質ゼロの目標に向けた

エネルギーシフトや電気のＣＯ2ゼロ化を進める

ために、再生可能エネルギーの導入拡大は不可欠

であります。これまで、地熱開発とかいろんな観

点からこの問題を取り上げましたけれども、この

再生エネルギーの中で、太陽光発電が世界的に導

入拡大が進み、脱炭素を進める上での主力電源と

なりつつあることは御承知のとおりです。

　我が国でも、2012年に固定買取り制度、いわゆ

るＦＩＴ、先ほど公明党の城下議員の質問にあり

ましたけれども、開始されて以降、太陽光発電の

導入拡大が進んでおり、電源構成全体に占める割

合は、2013年度実績で1.2％に対し、2022年度で

は9.2％と７倍以上の伸びを示しています。

　本県でも、固定買取り制度の対象となっている

太陽光発電が、昨年６月時点で約2,013メガワッ

トとなっており、瞬間的な発電能力だけで言え

ば、苓北火力発電所の約1.6倍に相当する量が導

入されています。

　一方で、太陽光発電をめぐっては、近年、地域

との共生の課題が顕在化し、地上設置による土地

の制約が生じている現状は御承知のとおりです。

　そういう中で、太陽光発電のさらなる活用を可

能とする次世代型太陽電池が注目されています。

　その代表格とされるペロブスカイト太陽電池

は、軽量で柔軟という特徴を有しており、これま

で設置が困難であった場所にも導入が可能、ま

た、原材料になるヨウ素は、日本が世界第２位の

産出国であり、原材料を含め国内での強力なサプ

ライチェーンを形成し、産業基盤を確立すること

が期待されているところです。

　この導入に向けた一歩として、今年度開催され

る予定の大阪・関西万博では、交通ターミナルの

バスシェルターにペロブスカイト太陽電池が設置

され、夜間照明などの電力として活用される予定

と聞いています。

　県では、第二次熊本県総合エネルギー計画にお

いて、再生可能エネルギーの導入推進を掲げ、積

極的に取り組んでいることを承知していますけれ

ども、このペロブスカイトのような次世代型太陽

電池の導入について、県としてはどのように取り

組んでいかれるのか、お考えを商工労働部長にお

尋ねいたします。

　　�〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　2050年県内ＣＯ2

排出実質ゼロの実現に向けては、さらなる再生可

能エネルギーの導入が必要です。

　特に、議員御紹介のペロブスカイト太陽電池

は、軽量で柔軟という特徴があり、これまで設置

が進んでいなかった既存建物への導入など、様々

な可能性があると期待をしています。

　屋根置き型の太陽光発電設備については、新築

の建物に比べ、既存建物への導入が進んでいませ

ん。事業者に確認したところ、新築と比較して、

足場の設置や建物に合わせた設備の調整等が必要

なことから、費用が割高になることに加えて、熊

本地震で被災した家屋等では、重い太陽光発電設

備を屋根に設置することに耐震面での不安が強い
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ということでした。

　こうした不安の声に対し、ペロブスカイト太陽

電池は、従来の設備の10分の１程度の重さとなる

ことが、国の次世代型太陽電池戦略においても報

告されています。

　設備の軽量化により耐震上の不安が解消される

ことで、熊本地震で被災した建物も含め、より多

くの建物に太陽光発電設備が導入されると見込ん

でいます。

　また、これまで、事業用太陽光発電の多くは郊

外で開発されていましたが、今後、ペロブスカイ

トを活用することにより、工場やビルの屋根だけ

ではなく、窓や壁面など、様々な場所に発電設備

を設置することが可能となります。市街地や工業

地帯など電力を使用する地域での発電が増加する

ことによって郊外の開発が抑制されるなど、熊本

の自然、景観の保全と再エネの活用の両立にもつ

ながるものと期待されます。

　このため、県では、ペロブスカイト等の次世代

型太陽電池の導入に向けて、まずは、熊本地震の

影響を受けました既存の県有施設を用いて、設置

できる場所や範囲などの可能性調査を行う予定と

しております。

　また、今後の中長期的な脱炭素の取組を検討す

るため、次世代型太陽電池による県内への再エネ

導入可能量を把握する取組を進めたいと考えてお

ります。

　地熱、風力など、地域の特性を生かし、従来か

ら取り組んでおります再エネの導入推進に加え、

次世代型太陽電池などの新たな技術も活用し、

2050年県内ＣＯ2排出実質ゼロの実現に向け、さ

らなる取組を進めてまいります。

　　�〔岩下栄一君登壇〕

○岩下栄一君　ありがとうございました。

　ペロブスカイトというのは言いにくいですね、

何となく。ちょっと皆さん言ってみてもらってい

いですか。

　パリ協定を脱退したドナルド・トランプという

人には、本当に驚きますね、毎日毎日。今年は昭

和100年ですけれども、私はまっぽし昭和の人で

す。昭和時代のアメリカといえば、ケネディでし

た。

　昭和の人たちはいますか、この中に。知事は昭

和の人ですかね。昭和時代は、ケネディ大統領が

アメリカの大統領と思ってました。トランプなん

て変な人は出ていませんでした。そのケネディ

が、こう言ったんですね。

　アスク�ノット�ワット�ユァ�カントリー�キャ

ン�ドゥ�フォ�ユウ�アスク�ワット�ユウ�キャン�

ドゥ�フォ�ユァ�カントリー。

��国が皆さんに何をしてくれるかを問うてはなら

ない、皆さんが国に対して何ができるかを問いた

まえと、参加民主主義を訴えました。そしてその

後に、こう言ったんです。

　いろんなものが山積して簡単にはできない、世

界平和の達成、貧困の克服、疾病、感染症の撲

滅、地球環境の保護、宇宙開発、海底探査、私た

ちのやるべきことはたくさんある、でも、すぐに

はできない、10年、30年、いや、100年かかるか

もしれない、でも、今すぐ始めましょう、レッツ

ビギンという言葉で締めくくりました。

　昭和時代はよかったなという思いが時々するの

はそういうところです。

　世界平和、この後どうなっていくのかなという

のは、本当、毎日毎日懸念しています。世界の情

勢なんて余計なことだったけれども、やっぱり気

になりますね。これが昭和の人間の発言でした。

　次に、高齢化社会への対応についてお尋ねいた

します。

　２つあります。
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　まずは、介護人材の確保について。

　長寿、権門、富裕は、人生三大目標と昔から言

われてきました。我が国は、平均寿命が男81.09

歳、女性87.14歳と、世界有数の長寿国でありま

す。

　本県では、令和６年10月時点で、100歳以上の

高齢者が1,689人、75歳以上の後期高齢者が約30

万6,000人、65歳以上74歳未満の前期高齢者が24

万7,000人であり、全国的に同じく超高齢化社会

に突入しているということは言えると思います。

��そのような中で、本県の要介護認定者数は、令

和５年の段階で10万7,000人に達しており、平成

12年の数と比較すると、約５万8,000人増加して

います。また、第１号被保険者に占める65歳以上

の認定者の割合は19.3％となっており、これは全

国を0.3％上回っています。

　ここで、1956年の深澤七郎の文学作品である

「楢山節考」を振り返ってみたいと思います。70

歳に達した老人を山に捨てる、あるいは置き去り

にするという、いわゆるうば捨て山の話でありま

す。社会的な役割を失い、厄介者となったお年寄

りを子が山に捨てるという悲しい話であり、映画

化され、森繁久弥が主演しました。お芝居にもな

りました。

　本来、社会を築いてきた高齢者が尊重され、見

守られ、保護されるべき存在でありながら、これ

が社会の大きな役割であることは明らかでありま

すけれども、そうでない時代があったということ

です。

　本県における介護職員数は、令和５年度現在で

約３万1,000人であり、将来必要な介護職員数の�

推計は、令和８年度で約３万7,000人でありま�

す。今後、不足する介護人材の数が大きくなって

いく見込みであり、多様な人材が必要とされてい

ます。そこで、介護資格取得者に対する当面の支

援策として、マッチング機能の強化、相談体制の

整備、職員の定着促進、職員の負担軽減、キャリ

アアップの支援などが求められています。

��現在、介護現場の最大の課題は人材不足であり

ますけれども、県は、介護職員の確保や職場環境

の改善についてどのように取り組まれているの

か、お尋ねいたします。

��次に、引き続いて、認知症施策についてお伺い

いたします。

　令和７年の認知症有病者数は、推計で全国が

471万6,000人、本県が７万2,000人であり、令和

22年度の推計では、全国が584万2,000人、本県が

８万2,000人となると予想されています。また、

本県における65歳以上の人口比率の推計は、令和

７年で12.9％、令和22年で14.9％と増加していく

見込みであり、そこで、いま一つ、文学作品をひ

もといてみたいと思います。

　1972年に刊行された有吉佐和子の「恍惚の人」

です。200万部に到達する空前のベストセラーと

なり、恍惚という言葉は、認知症と同じ意味を持

つようになりました。

　作中にこのような会話がありました。「お父さ

ん、私は誰か分かりますか」「あなたはどなたで

したっけ」「あなたの娘ですよ」「私の娘はそんな

年じゃありませんよ」そういうくだりです。有吉

佐和子の「恍惚の人」です。

　このように増加の一途をたどる認知症に対し、

医師、看護従事者、県民の認知症対応力向上、認

知症サポーターの活動など、認知症高齢者が地域

で安心して暮らせるために、県としてどのような

施策に取り組まれるのか、先ほどの質問と併せ

て、健康福祉部長にお尋ねいたします。

　　�〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　まず、介護人材の

確保についてお答えします。
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　議員御指摘のとおり、介護人材の確保は喫緊の

課題であると認識しており、現在、県では、多様

な人材の参入促進、介護職員の定着促進、給料な

どの処遇改善の３つを柱に取組を進めています。

　具体的には、介護分野への就職希望者を対象に

した就職フェアの開催や外国人介護職員を雇用す

る事業所に対する家賃の助成、介護ロボットやＩ

ＣＴといった介護テクノロジー導入事業所への補

助、新たな処遇改善加算に係る相談支援などに取

り組んでいます。

　また、介護テクノロジーの導入や業務改善に取

り組む事業者をワンストップで支援する相談窓口

を来年度新たに設置するため、今定例会に関連予

算を提案しています。相談窓口では、専門家の派

遣や介護ロボットの展示、貸出しなどを行う予定

であり、介護現場の課題に応じた職場環境の改善

をしっかり後押ししてまいります。

　さらに、働きやすい職場づくりに取り組まれて

いる事業所や生き生きと働く介護職員のインタビ�

ューなどを動画にまとめ、ＳＮＳや県ホームペー

ジなどにより、広く発信しています。

　今後も、介護現場の意見を丁寧に伺いながら、

市町村や関係団体などと連携して、人材確保や職

場環境の改善に向け、粘り強く取り組んでまいり

ます。

　次に、認知症施策についてお答えします。

　本県では、認知症になっても住み慣れた地域で

安心して暮らすことができるよう、医療、介護、

地域支援の３つの体制整備を柱に、認知症施策を

進めてまいりました。

　具体的には、認知症疾患医療センターとかかり

つけ医等との連携による認知症医療体制の構築を

はじめ、質の高い認知症ケアを提供するための介

護従事者等への研修や、15年連続日本一となる認

知症サポーターの養成などに取り組んでいます。

　このような中、昨年１月に施行された認知症基

本法及び12月に策定された国の認知症施策推進基

本計画においては、認知症の人の尊厳を守るとい

う観点から、認知症の人御本人の声をしっかり聴

くことの重要性が示されました。

　このため、県としては来年度から、認知症カフ�

ェなど様々な場を利用して、直接御本人や御家族

と意見交換をし、認知症の人の視点に立った施策

の推進に生かしていくとともに、認知症基本法の

理念を広く周知していくこととしています。

　今後、高齢化の進展に伴い、認知症高齢者の増

加が見込まれる中、県民一人一人に認知症への理

解をさらに深めていただくことが何より重要だと

考えています。

　県としましては、引き続き、市町村をはじめ、

医療・介護従事者、関係機関等と密接に連携を図

りながら、認知症の方々が住み慣れた地域で希望

を持って暮らすことができるようしっかりと取り

組んでまいります。

　　�〔岩下栄一君登壇〕

○岩下栄一君　ありがとうございました。

　認知症の人、あるいは要介護の人が、私たちの

社会で皆さんとともに同じ立場で生きていけるよ

うな状況をぜひ社会全体につくってほしいという

ふうに念願いたします。

　健康福祉部におかれては、ぜひその点頑張って

いただきますようにお願いいたします。

　次に、就職氷河期世代に対する支援についてお

尋ねいたします。

　いわゆる就職氷河期世代とは、バブル経済崩壊

後の1990年代から2000年代の雇用環境が厳しい時

期に就職活動を行った世代であります。その中に

は、希望する就職ができず、現在も、不本意なが

ら不安定な仕事に就いている、無業の状態にあ

る、社会参加に向けて支援を必要とする状態にあ
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るなど、様々な課題に直面している方が多数いら�

っしゃいます。

　このような世代は、学校卒業時に不安定な就労

であったことや職に就けなかったこと、または就

職できたとしても、本来希望していた業種や企業

に就職できなかったことによる早期退職などによ

り、十分な職務経歴を積むことができなかったと

いうケースが多いようです。

　また、不安定な就労状態にある場合、収入が低

く、将来にわたる生活基盤やセーフティーネット

も脆弱な傾向にあり、この世代が抱える問題は、

当事者個人の問題にとどまらず、国の経済や社会

全体に対しても大きな影響を与えることになると

思います。

　昨今、初任給の引上げや春闘を通じた賃上げが

活発化する中、賃金の上昇は若年層に偏り、おお

むね就職氷河期世代に当たる中高年の人々の賃金

は、停滞または減少し、世代間格差が発生してい

るという報道もあります。

　このような状況下において、就職氷河期世代の

方々の活躍の場を広げることは、この世代が抱え

る困難を解消するのみならず、人手不足解消が喫

緊の課題となる中、人材活用という観点からも大

変有意義であると考えます。

　そこで、こうした就職氷河期世代の方々の就労

を支援するため、県としてどのような取組を行っ

ておられるのか、商工労働部長にお尋ねいたしま

す。

　　�〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　就職氷河期世代へ

の支援については、令和元年５月策定の厚生労働

省就職氷河期世代活躍支援プランに基づきます国

や県、経済団体など、官民協働によるプラットフ�

ォームにおいて、令和２年２月、くまもと就職氷

河期世代活躍支援プランを策定しています。県で

は、このプランに沿って、様々な支援に取り組ん

でいるところです。

　まず、国と連携して県内３か所に設置している

地域若者サポートステーション、通称サポステで

は、氷河期世代を含む方々への就労支援を行って

おります。キャリアコンサルタントや臨床心理士

等による個別相談のほか、コミュニケーション能

力やビジネスマナー習得のための講座、仕事に踏

み出すための就労体験など、伴走型の支援に取り

組んでおります。このサポステの支援が必要な人

に届くよう、市町村や社会福祉協議会等と連携

し、周知にも力を入れているところでございま

す。

　また、ハローワークと一体的に運営しておりま

す水道町にあるくまジョブや県内10か所の各広域

本部、地域振興局に設置しているジョブカフェ・

ブランチにおいても、ハローワークなどと連携

し、カウンセリングや適性診断、企業に対する求

人開拓によるマッチング支援など、きめ細やかに

支援を行っているところでございます。

　さらに、外出やコミュニケーションが苦手な方

向けには、オンライン相談やeラーニング講座、

ウェブ適性検査など、オンラインでの支援も行っ

ているところです。

　あわせて、県では、正社員化や安定雇用につな

がるよう、ウェブデザイン技術の習得や介護資格

の取得などのための職業訓練も実施しています。

　県関係支援機関において、令和２年度から令和

７年１月末までに就労につながった方の合計は

1,200名を超えていますが、各支援機関には同じ

世代の相談が続いている状況です。

��就職氷河期世代の方々が活躍の場を広げ、安定

的に就労することは、本人やその御家族はもちろ

ん、喫緊の課題である人手不足対策の観点からも

重要であると考えております。
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　今後も、就職氷河期世代の方々に寄り添いなが

ら、関係機関と連携をして伴走型で必要な支援を

行ってまいります。

　　�〔岩下栄一君登壇〕

○岩下栄一君　ありがとうございました。

　就職氷河期世代の人々に対する手厚い支援、い

ろいろと今御説明ありましたけれども、ぜひ、仕

事の安定が社会の安定につながるわけでございま

すので、ぜひとも、この就職氷河期世代の立場に

今満足されてない方々の在り方をよく御理解いた

だいて、御支援いただきますようにお願いいたし

ます。

　最後の質問になりました。まだ時間は十分ある

ようでございます。

　コロナ禍においては、行動制限等があり、観光

産業にとって大変厳しい時期だったと思います。

熊本県旅行助成事業などの観光需要喚起策や、あ

るいは感染症法上の位置づけが５類感染症に変更

されたことなどの影響で、ようやく観光客が回復

し、令和５年度の熊本県の延べ宿泊者数は過去最

高となりました。

　しかしながら、観光庁が発表した最新の宿泊者

統計によると、インバウンド客は台湾を中心に好

調であるものの、国内客は減っているとのことで

す。

　そのような中で、先般、ＪＲグループ６社と

県、市町村、地元の観光事業者などが協力して、

全国規模で集中的に観光宣伝販売活動を行う熊本

デスティネーションキャンペーン、これも言いに

くかですね、デスティネーションキャンペーンを

実施することが発表されました。

　デスティネーションキャンペーンは、毎年四半

期ごとに全国各地で実施され、九州においても、

令和６年の４月から６月にかけて、福岡県、大分

県共同で実施されました。

　本県でも、過去に５回実施されており、前回

は、熊本地震からの復興を掲げて、令和元年の７

月から９月に行われました。

　前回のキャンペーンでは、期間中、お盆やシル

バーウイークという稼ぎ時に悪天候に見舞われ、

九州各県、そろって宿泊者数が減少する中、本県

だけは増加に転じ、約66億円の経済効果を生み出

すなど、一定のキャンペーン効果があったと聞い

ています。

　その一方で、このキャンペーンは、ＪＲグルー

プと連携したキャンペーンであることから、ＪＲ

沿線以外の地域においては十分なメリットがなか�

ったのではないかと。また、多くの観光客に熊本

を楽しんでいただくことを期待しているものの、

キャンペーン期間中だけの効果にとどまるのでは

ないかというような懸念もあります。

　私としては、観光産業が地域経済を支える基幹

産業として大きく成長していくことを期待してお

りますので、そのためには、阿蘇と天草のみなら

ず、豊富な観光資源を有する県内各地にキャンペ�

ーン効果を波及させてもらいたいと考えておりま

す。一過性のイベントに終わることなく、持続的

に観光客を呼び込むことができるようなものであ�

ってほしいと願っているのです。

　そこで、県として、今回のデスティネーション

キャンペーンにどのように取り組んでいかれるの

か、観光文化部長にお尋ねいたします。

　　�〔観光文化部長倉光麻里子さん登壇〕

○観光文化部長(倉光麻里子さん)　先日、観光庁

が発表した宿泊旅行統計調査の速報値によると、

本県の令和６年の宿泊者数は、インバウンド観光

客が過去最高を記録するなど好調であるものの、

全宿泊者数797万人の約８割を占める国内観光客

は、前年から12％程度減少しました。議員御指摘

のとおり、観光産業を地域経済を支える基幹産業
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とするためには、国内客を安定的に誘客すること

が極めて重要であると考えています。

　そのような中、熊本地震から10年の節目、令和

８年夏に実施する国内最大規模の観光誘客プロ

モーション、熊本デスティネーションキャンペー

ン、いわゆる熊本ＤＣは、国内客を本県に呼び込

む絶好の機会となります。

　熊本ＤＣでは、キャンペーン効果を県内全域に

波及させるため、県内各地で新たな観光素材の発

掘に努めるとともに、ＪＲをはじめとする交通事

業者等と連携した大規模なプロモーションや旅行

商品の造成、積極的なセールス活動を展開しま

す。さらには、ＪＲ沿線以外の地域にも観光客が

訪れやすくなるよう、移動手段の利便性向上にも

力を入れていきます。

　特に、被災によりＪＲ肥薩線が不通となってい

る人吉・球磨地域については、ＪＲ九州やバス事

業者との連携を深め、周遊切符の開発や定期観光

バスの運行など、二次交通の確保に努めてまいり

ます。

　ＤＣは、期間中に多くの観光客を集め、地域に

経済効果をもたらす大規模なプロモーションとい

う印象が強いですが、ＤＣをきっかけに生まれた

観光コンテンツや新たな販路など、後年に多くの

ものを残しています。

　例えば、令和元年の前回ＤＣで、観光素材とし

て掘り起こし、磨き上げた高森町の上色見熊野座

神社や天草市の倉岳神社には、現在、国内外から

多くの観光客が訪れています。

　また、ＤＣに向けて立ち上げた体験型旅行商品�

販売プラットフォーム、「くまもっと旅行社」

は、今も、交通アクセスつき旅行商品を中心に、

国内だけでなく海外の観光客にも広く利用されて

います。

　このようにＤＣには、持続可能な地域産業の育

成、交流人口、関係人口の増大につながる基盤構

築という大きな側面もあります。今回の熊本ＤＣ

においても、創造的復興に向かう熊本の姿を強力

に発信するとともに、ＤＣ終了後も熊本が選ばれ

続ける観光地となるよう、しっかりと取り組んで

まいります。

　　�〔岩下栄一君登壇〕

○岩下栄一君　ありがとうございました。

　インバウンドというか、入り込む客の増加が経

済の浮揚の大きな原動力であることは言うまでも

ないのです。多くの人たちが熊本にやってきて、

熊本で経済活動を行っていただきたい、熊本の未

来のために。ぜひそのようにお願いしたいと思い

ます。

　以上で私の質問は終わりましたけれども、この

ような状態で、お見苦しい点をおわび申し上げま

す。議会事務局にも大変御迷惑をおかけしまし

た。立てないわけじゃないんですけれども、どた�

っと落っこちたりする可能性がないとは言えぬも

んですから、こうやって車椅子から質問させてい

ただきました。大変ありがたいことだと思ってい

ます。

　議長をはじめ議会関係者、心からお礼を申し上

げ、また、今日いろいろ真摯に御答弁いただいた

知事並びに執行部各位に心から敬意と感謝を申し

上げて、また、傍聴いただき――議場におられた

同僚議員の皆さんに心から感謝を申し上げて、私

の質問を終わります。

　ありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　以上で本日の一般質問は終了

いたしました。

　明７日は、午前10時から会議を開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第５号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。
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　　午後１時57分散会


